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１　目的

　地域包括支援センターの業務は、高齢者や関係機関等からの幅広い相談・支援から、介
護予防に関する取り組み・支援、地域ネットワークの構築と、多岐に渡っている。
　そのため、「一部の業務に偏ることなくバランスよく機能しているか」「現状を知り、
課題を補っているか」等について常に確認し、今後のセンター運営に還元することを目的
として、地域包括支援センター毎に、次年度に取り組むべき課題を明確にした運営方針を
作成する。
　なお、自己点検表及び運営方針の作成にあたっては、地域包括支援センターにおける現
状や課題を、共通の指標で分析する。

２　地域包括支援センターの自己点検表について

（１）地域包括支援センターの自己点検表の作成

　各センターが評価項目毎に自己点検を行う。
　センターの自己点検を実施するに当たっては、センターの職員全員がそれぞれ自らの状
況を振り返った後に、全員で確認し合い、センターとしての自己点検表を作成する。

（２）地域包括支援センター運営方針の作成

　自己点検表で導き出された現状や課題、具体的な取り組み内容をもとに、今年度の運営
方針に、目標の達成状況、具体的取り組み内容の結果及び評価を記載する。また、今年度
運営方針の評価を踏まえて、次年度に取り組む課題を抽出し、課題解決のための目標やそ
の内容を具体的かつ簡潔に記載する。

※センターとして取り組むべき目標や内容は、職員で十分に話し合った上で作成してくだ
さい。

（３）統括支援センターへ、自己点検表及び運営方針を提出

　統括支援センターへ自己点検表及び運営方針を提出し、実施状況等を報告する。
　運営方針は、今年度分（目標の達成状況、具体的な取り組み内容の結果及び評価を記載
したもの）と次年度分の２種類を提出する。

（４）自己点検表等の確認

　統括支援センターは、提出された自己点検表及び運営方針の書面内容を確認の上、実施
状況や現状等必要な事項について、各地域包括支援センター職員に確認する等により、内
容の精査を行う。

（５）保健福祉局へ提出

　統括支援センターは、区内センターの自己点検表及び運営方針（今年度分と次年度分）
をとりまとめ、保健福祉局地域福祉推進課に提出する。

（６）保健福祉局の点検

　保健福祉局地域福祉推進課は、提出された自己点検表等を確認し、内容確認が必要な場
合、面談又は実地調査を行い、必要に応じて指導・助言を行う。

　④a　包括的・継続的ケアマネジメント業務

　⑤　 介護予防支援・介護予防ケアマネジメント業務

３　実施方法

  ④ｂ  地域ケア個別会議

地域包括支援センター自己点検・運営方針　作成手順

　地域包括支援センターの自己点検の対象となる具体的な業務は以下のとおり。

　①　 地域包括支援センターの運営体制

　②　 総合相談支援業務

　③　 高齢者虐待・権利擁護対応

1



（１）自己点検評価基準

「地域包括支援センター自己点検判断基準」を参考に、三段階評価を行う。

ａ　できている（３点）
　評価基準に対する視点がすべて実施できていた場合にチェックする。
ｂ　ほぼできている（２点）
　評価基準に対する視点の内、８０％程度できている場合にチェックする。
ｃ　まだ不十分（１点）
　「ａ」「ｂ」以外で、評価基準に対する視点が十分にできていない、または実施できて
いない場合にチェックする。

（２）判断材料又は評価の方法

　自己点検を行うに当たっては、主観的な評価ではなく、客観的な評価が重要となる。
　そのため、判断基準を表す客観的なもの（ケース記録など）が、きちんと整理されてい
るかがポイントとなる。記録など客観的に見て分かるものが未整備の場合は、「c　まだ
不十分」となる。

　保健福祉局地域福祉推進課は、各センターの自己点検及び運営方針を取りまとめ、地域
包括支援センター運営協議会（地域包括支援に関する会議）に報告を行う。

４　自己点検表の作成について

５　地域包括支援センター運営協議会への報告
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6

　Ⅴ　介護予防支援・介護予防ケアマネジメント業務
　　　【運営マニュアル2訂　p237～298】

　１　一般介護予防事業 1 5

評
価
の
内
容

　生活機能の低下など、さまざまな課題を抱
えている高齢者に対して適切な支援を行うこ
とにより、要支援・要介護状態の予防や重症
化予防についての意識や意欲を高め、でき
るだけ自立した生活が送れるよう支援してい
るか

　２　予防給付及び介護予防・生活支援サー
ビス事業における介護予防ケアマネジメント

3 11

評
価
の
内
容

 地域の高齢者が住み慣れた地域で尊厳あ
る生活と人生を維持することができるよう、虐
待発生またはそのおそれのある時に、制度
やサービスを有効活用するなど、ニーズに即
した迅速な対応がなされているか。

　Ⅳa 　包括的・継続的ケアマネジメント業務
　　　【運営マニュアル2訂　p215～235】

１　個々の高齢者を継続的に支援してい
くための支援体制の構築業務

1 4

評
価
の
内
容

　高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けら
れるよう、かかりつけ医をはじめ、ケアマネ
ジャー、地域の関係機関等の連携によって、
個々の高齢者の状況に応じた包括的かつ継
続的な支援を行えるための体制づくりや、
個々の介護支援専門員に対する支援などを
行っているか。

２　介護支援専門員に対する個別支援 2

2 10

４　地域住民の実態把握 1 3

　Ⅲ　高齢者虐待・権利擁護対応
　　　【運営マニュアル2訂　p151～213】

１　高齢者虐待・権利擁護への対応 5 16

　Ⅱ　総合相談支援業務
　　　【運営マニュアル2訂　p105～149】

１　初期段階での相談対応 1 3

評
価
の
内
容

　地域の高齢者が住み慣れた地域で安心し
てその人らしい生活を継続していくことができ
るよう、どのような支援が必要かを相談等に
基づき幅広く把握し、保健・医療・福祉・介護
の適切な制度・サービス利用につなげていく
等の支援を行っているか。

評
価
の
内
容

　地域包括支援センターが、地域のネット
ワークの拠点として、総合相談支援、高齢者
虐待対応、包括的･継続的ケアマネジメント
支援、介護予防ケアマネジメントの業務が実
施できるよう、統括支援センターや他職種と
連携し、情報共有や支援が行われる体制と
なっているか。

２　統括支援センターとの連携 2 4

３　チームアプローチの実行 1

1 3

5 14

３　地域におけるネットワークの構築

４　個人情報保護 1 4

3

２　専門的･継続的相談支援

　２　地域ケア個別会議の活用 1 7

評価基準の構成

評価領域 評価分類 評価分
類数

評価
項目数

　Ⅰ　地域包括支援センター運営体制
　　　【運営マニュアル2訂　p57～103】

１　地域包括支援センターの体制に関すること

28 96

上記項目数上記項目数

 Ⅳb　地域ケア個別会議
　　【運営マニュアル2訂　p228 p78～94】

評
価
の
指
標

　地域包括ケア体制構築のために、地域ケ
ア会議の一つである地域ケア個別会議を効
果的に開催すると同時に個別及び地域の課
題解決のために活用しているか。包括的・継
続的ケアマネジメント支援業務の効果的な実
施のために活用されているか。

　１　地域ケア個別会議の構成・運営 1 3
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１　目的

　統括支援センターの業務は、地域包括支援センターに関する事務の管理、虐待や困難事
例への対応支援、市民からの直接的な総合相談への対応など多岐に渡っている。また、統
括支援センターが区内の地域包括支援センターを適切に支援することで、地域包括支援セ
ンターの機能の充実を図ることができる。
　そのため、統括支援センターの業務のうち、地域包括支援センターの業務の円滑化と質
の向上を図る上で不可欠な「区内の地域包括支援センターの業務支援と地域とのネット
ワーク構築支援」が適切に行われているかを確認し、今後のセンター運営に還元すること
を目的として、自己点検及び運営方針を作成する。

２　統括支援センターの自己点検表について

　地域包括支援センターにおける「困難事例対応」「苦情対応」「緊急対応」「組織マネ
ジメント」が適切に実施されるよう業務支援を行うこと。

　地域包括支援センターの業務が円滑に実施されるよう、「関係者（団体）との情報共
有」「地域のケアマネジャーとの情報共有」「包括ケア会議の活用」などを適切に行うこ
と。

（１）統括支援センター自己点検表の作成

　地域包括支援センターの自己点検表及び運営方針を参考にし、地域包括支援センター担
当係長を中心に、統括支援センター職員（主任介護支援専門員、社会福祉士）と協議のう
え、自己点検表を作成する。

（２）統括支援センター運営方針の作成

　自己点検表で導き出された現状や課題、具体的な取り組み内容をもとに、今年度の運営
方針に、目標の達成状況、具体的な取り組み内容の結果及び評価を記載する。また、今年
度の運営方針の評価を踏まえて、次年度に取り組む課題を抽出し、課題解決のための目標
やその内容を、具体的かつ簡潔に記載する。

（３）保健福祉局へ提出

　統括支援センターは、地域包括支援センター・統括支援センターの自己点検表及び運営
方針をとりまとめ、保健福祉局地域福祉推進課に提出する。
　運営方針は、今年度分（目標の達成状況、具体的な取り組み内容の結果及び評価を記載
したもの）と次年度分の２種類を提出する。

（４）保健福祉局の点検

　保健福祉局地域福祉推進課は、提出された自己点検表等を確認し、内容確認が必要な場
合、面談又は実地調査を行い、必要に応じて指導・助言を行う。

（１）自己点検評価基準

　「統括支援センター自己点検判断基準」を参考に、三段階評価を行う。

　②　地域とのネットワーク構築支援

３　実施方法

統括支援センター自己点検・運営方針　作成手順

　統括支援センターの自己点検の対象となる具体的な業務は以下のとおり。

　①　地域包括支援センターの業務支援

４　自己点検表の作成について
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ａ　できている（３点）
　評価基準に対する視点がすべて実施できていた場合にチェックする。
ｂ　ほぼできている（２点）
　評価基準に対する視点の内、８０％程度できている場合にチェックする。

ｃ　まだ不十分（１点）
　「ａ」「ｂ」以外で、評価基準に対する視点が十分にできていない、または実施できて
いない場合にチェックする。

（２）判断材料又は評価の方法

　自己点検を行うに当たっては、主観的な評価ではなく、客観的な評価が重要となる。
　そのため、判断基準を表す客観的なもの（ケース記録など）が、きちんと整理されてい
るかがポイントとなる。記録など客観的に見て分かるものが未整備の場合は、「c　まだ
不十分」となる。

　保健福祉局地域福祉推進課は、各センターの自己点検及び運営方針を取りまとめ、地域
包括支援センター運営協議会（地域包括支援に関する会議）に報告を行う。

５　地域包括支援センター運営協議会への報告
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※網掛け：８０％未満のもの （％）

項目数 3 4 3 4 3 14 10 3 16 4 6 3 7 5 11

Ｒ３ 78 100 100 100 100 88 93 89 100 100 78 100 95 73 100

Ｒ４ 78 100 100 100 100 93 93 89 100 100 78 100 100 100 100

Ｒ３ 78 100 89 100 78 86 50 78 90 92 83 89 71 73 91

Ｒ４ 78 100 89 100 78 93 60 78 90 100 78 100 95 80 91

Ｒ３ 78 100 100 100 100 95 87 100 96 92 78 100 86 80 97

Ｒ４ 89 100 100 100 100 95 87 100 94 92 78 100 86 80 97

Ｒ３ 78 100 100 100 100 93 73 78 94 83 89 100 95 87 100

Ｒ４ 78 100 100 100 100 93 77 78 94 83 89 100 95 93 100

Ｒ３ 89 100 100 100 100 90 80 100 90 92 100 100 100 93 100

Ｒ４ 89 100 89 92 89 86 77 100 90 83 83 100 100 80 97

Ｒ３ 100 100 100 100 100 98 77 100 100 100 89 100 90 93 100

Ｒ４ 100 100 100 100 100 98 77 89 98 100 100 100 95 93 100

Ｒ３ 78 92 100 100 100 98 87 89 100 100 100 100 100 93 100

Ｒ４ 89 92 100 100 100 98 87 89 100 100 100 100 95 93 97

Ｒ３ 89 100 100 100 100 98 90 89 88 83 83 100 100 73 100

Ｒ４ 89 100 100 100 100 98 87 100 96 83 83 100 95 73 100

　地域包括支援センターの自己点検と運営方針

 １－１　令和４年度の自己点検

 ＜自己点検とは＞
　 各センター職員が業務運営方針を作成するため、自らの業務を3段階（できている、ほぼできている、不十分）で自
己点検したもの。
 ＜パーセンテージでの表記について＞
　 複数ある点検項目の結果を理解しやすいよう、全ての点検項目で「できている」場合を100％として点検結果をパー
センテージで表した。
 ＜パーセンテージの比較＞
 　職員自らの判断で点検したものであり、また、センター別に地域特性等に違いがあるため、センターを越えて比較
することは適さず、センターごとの比較に適すもの。

包
括

自己点検項目

Ⅰ地域包括支援センターの運
営体制

Ⅱ総合相談支援業務 　
　
高
齢
者
虐
待
対
応

Ⅳa包括的・継続
的ケアマネジメント

Ⅳb地域ケア個別
会議

(5)介護予防
ケアマネジメント

地
域
包
括
支
援
セ

ン
タ
ー
の
体
制

統
括
支
援
セ
ン

タ
ー

と
の
連
携

チ
ー

ム
ア
プ
ロ
ー

チ 個
人
情
報
保
護

初
期
相
談
対
応

専
門
的
・
継
続
的

相
談
支
援

地
域
ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク
の
構
築

地
域
住
民
の
実
態

把
握

個
々
の
高
齢
者
へ

の
継
続
支
援
体
制

構
築

介
護
支
援
専
門
員

の
個
別
支
援

会
議
の
構
成
・
運
営

会
議
の
活
用

一
般
介
護
予
防
事
業

予
防
給
付
及
び
介
護

予
防
ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト

門
1

門
2

門
3

小
北
1

小
北
2

小
北
3

小
北
4

小
南
1

Ⅲ

パーセンテージの目安
100 ％：全ての点検項目ができている

84 ％：項目のうち、半数はできており、半数がほぼできている
63 ％：項目のうち、1/3はできており、1/3はほぼできており、1/3はまだ不十分
44 ％：項目のうち、1/3はほぼできており、2/3はまだ不十分
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項目数 3 4 3 4 3 14 10 3 16 4 6 3 7 5 11

包
括

自己点検項目

Ⅰ地域包括支援センターの運
営体制

Ⅱ総合相談支援業務 　
　
高
齢
者
虐
待
対
応

Ⅳa包括的・継続
的ケアマネジメント

Ⅳb地域ケア個別
会議

(5)介護予防
ケアマネジメント

地
域
包
括
支
援
セ

ン
タ
ー
の
体
制

統
括
支
援
セ
ン

タ
ー

と
の
連
携

チ
ー

ム
ア
プ
ロ
ー

チ 個
人
情
報
保
護

初
期
相
談
対
応

専
門
的
・
継
続
的

相
談
支
援

地
域
ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク
の
構
築

地
域
住
民
の
実
態

把
握

個
々
の
高
齢
者
へ

の
継
続
支
援
体
制

構
築

介
護
支
援
専
門
員

の
個
別
支
援

会
議
の
構
成
・
運
営

会
議
の
活
用

一
般
介
護
予
防
事
業

予
防
給
付
及
び
介
護

予
防
ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト

Ⅲ

Ｒ３ 89 100 100 100 100 100 90 100 100 100 89 100 100 87 100

Ｒ４ 89 100 100 100 100 98 83 100 100 100 89 100 100 87 100

Ｒ３ 89 100 100 100 100 98 90 100 100 100 94 100 95 93 100

Ｒ４ 89 100 100 100 100 98 80 100 100 100 78 100 95 100 100

Ｒ３ 78 92 100 100 100 100 73 100 100 100 78 100 95 87 100

Ｒ４ 100 100 100 100 100 100 83 100 100 100 89 100 95 93 100

Ｒ３ 100 100 100 100 100 100 93 100 100 100 78 100 100 100 100

Ｒ４ 100 100 100 100 100 100 90 100 100 92 89 100 90 93 100

Ｒ３ 89 100 100 100 100 98 73 100 88 92 78 100 100 93 100

Ｒ４ 89 100 100 100 100 98 73 100 90 92 89 100 95 87 100

Ｒ３ 100 100 100 100 100 100 97 100 98 100 78 100 100 100 100

Ｒ４ 100 100 100 100 100 100 100 100 98 100 100 100 95 100 100

Ｒ３ 89 100 100 100 78 86 80 100 100 100 100 100 100 67 100

Ｒ４ 89 100 100 100 89 90 87 100 100 100 100 100 100 100 100

Ｒ３ 89 100 100 100 100 93 83 100 98 100 89 100 100 87 91

Ｒ４ 89 100 100 100 100 100 80 100 96 100 89 100 100 87 91

Ｒ３ 100 100 100 100 100 100 97 100 100 100 100 100 100 93 100

Ｒ４ 100 100 100 100 100 100 93 100 100 100 100 100 100 93 100

Ｒ３ 89 100 100 100 100 98 90 100 100 100 100 89 100 100 100

Ｒ４ 100 100 100 100 100 100 93 100 100 100 100 100 100 100 100

Ｒ３ 100 100 100 100 100 100 97 100 100 100 89 100 100 100 100

Ｒ４ 100 100 100 100 100 100 90 100 100 100 100 100 100 100 100

Ｒ３ 100 100 100 100 100 100 97 100 100 100 89 100 95 93 100

Ｒ４ 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 94 100 95 100 100

Ｒ３ 78 100 100 100 100 100 97 100 100 100 100 100 100 80 100

Ｒ４ 78 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 80 100

Ｒ３ 89 100 100 100 100 100 83 100 98 100 78 100 95 80 100

Ｒ４ 89 100 100 100 100 100 93 100 98 100 100 100 95 87 100

Ｒ３ 78 100 100 100 100 100 100 100 100 100 89 100 100 100 100

Ｒ４ 78 100 100 100 100 100 100 100 100 100 89 100 100 100 100

Ｒ３ 89 100 100 100 100 100 93 100 98 100 89 100 100 93 100

Ｒ４ 89 100 100 100 100 100 93 100 100 100 100 100 100 100 100

小
南
2

小
南
3

小
南
4

小
南
5

若
1

若
2

八
東
1

八
東
2

八
西
1

八
西
2

八
西
3

八
西
4

八
西
5

八
西
6

戸
1

戸
2

7



１－２ 令和５年度 地域包括支援センターの運営方針 

 

Ⅰ 地域包括支援センター運営体制 

自己点検

項目 
現状と課題 現状を踏まえた重点目標 具体的取り組み 

地域包括

支援セン

ターの体

制 

〇新型コロナウイルス感

染のパンデミック以降

に、地域へ出向く機会が

減少している。地域の活

動状況は感染症対策と社

会生活の両立に向けて変

化しているが、地域の実

情や社会資源の把握な

ど、情報共有が十分に行

えていない。 

 

〇地域の実情や、地域の社会

資源の把握等の情報収集に

努める。 

〇地域住民や関係機関と連

携できる関係性を構築する。 

〇民生委員・児童委員の地区会議

に参加し、地域の情報を収集する。 

〇通いの場（サロン等）の開催情

報などは地域支援コーディネータ

ーと情報共有する。 

〇市民センター職員や館報を通じ

て情報収集する。 

 

 

Ⅱ 総合相談支援業務 

自己点検 

項目 
現状と課題 現状を踏まえた重点目標 具体的取り組み 

専門的継

続的相談

支援 

〇地域や関係者からの緊

急性の高いケースや困難

事例の相談が増加してい

る。 

 

〇相談の緊急性を的確に判

断し、適切に関係機関や専門

機関との連携や紹介を行う。 

〇関係機関との連携を更に

強化する。 

 

〇統括支援センターや区役所内

（いのちネット、精神保健福祉相

談員、保護課等）、関係機関（医

療機関、認知症初期集中支援チー

ム等）と連携する。 

〇日頃から地区民児協の会合へ

出席し、情報収集を行う。 

 

地 域 ネ ッ

ト ワ ー ク

の構築 

〇地域のネットワーク構

築が出来ている地区とそ

うでない地区がある。相

談業務に追われ、地域の

役員等と関係構築が不十

分である。 

〇地域や関係機関との関係

構築を図る。 

 

〇通いの場や地区民児協の会合、

連絡調整会議に出席し、情報交換

を行う。 

〇関係機関との情報交換会を開

催する。 

 

Ⅲ 高齢者虐待・権利擁護対応 

自己点検

項目 
現状および問題 業務目標 具体的取り組み 

高齢者虐

待 ・ 権 利

擁護対応 

〇身寄りのない高齢者や

認知症高齢者の家族、医

療機関のソーシャル―カ

ー、民生委員等から、地

域福祉権利擁護事業や成

年後見制度の利用につい

ての相談が増えている。 

〇地域福祉権利擁護事業や

成年後見制度について、地域

住民や地域関係者等に啓発

し、適切な制度の利用につな

げる。 

〇サロン等の通いの場や会議（民

生員児童委員地区会議、福祉協力

員の連絡調整会議、運営推進会議

等）に参加し、地域福祉権利擁護

事業、成年後見制度等について、

情報提供する。 
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Ⅳa 包括的・継続的ケアマネジメント業務 

自己点検

項目 
現状および問題 業務目標 具体的取り組み 

支援体制

の構築業

務 

 

 

〇居宅のケアマネジャー

から、随時相談を受け、

必要に応じて、同行訪問

やケース検討をすること

で支援の質の向上に向け

て取り組んだ。 

 一方で原案確認の際に

自立支援の検討が不足し

ているケアプランがあ

り、ケアプランの質の向

上が課題となっている。 

〇居宅のケアマネジャー

の困難ケースに対するケ

ース検討を積極的に実施

する。 

〇原案確認時に自立支援

に向けてのプラン作成に

ついて意識してもらえる

ような働きかけを行う。 

 

〇ケアマネジャーと地域包括支援

センターの信頼関係を構築し、相

談しやすい環境を整備する。 

〇困難事例について、相談があっ

たケアマネジャーに、地域ケア個

別会議への事例提出を勧奨する。 

〇地域包括支援センター職員のス

キルの更なる向上により、居宅の

ケアマネジャーに自立支援に向け

たケアプランの提案が十分できる

ようにする。 

介護支援

専門員の

個別支援 

 

Ⅳb 地域ケア個別会議 

自己点検

項目 
現状および問題 業務目標 具体的取り組み 

個別会議

の活用 

〇担当圏域の現状やニー

ズがわかる情報を収集し

ているが、収集した情報

をアセスメントし、地域

課題を明確化するところ

までは、十分に行えてい

ない。 

〇地域ケア個別会議や総

合相談の中で、見えてく

る地域課題を地域の中で

十分に検討できていな

い。 

〇担当圏域の地域課題に

ついて、検討する場を設

け、地域課題の解決につな

げる。 

〇地域の会議（包括ケア会議含む）

等において、把握している地域の

現状や地域ケア個別会議で把握で

きた地域課題について情報提供

し、地域関係者の意見を聴取する。 

〇地域関係者の意見を踏まえ、地

域包括支援センター内でも地域課

題について検討する。 
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Ⅴ 介護予防支援・介護予防ケアマネジメント 

自己点検

項目 
現状および問題 業務目標 具体的取り組み 

介護予防

ケ ア マ ネ

ジメント 

〇後期高齢者の健康診査

の健診受診率が、市の平

均より低く、Ⅱ度以上高

血圧（収縮期１６０ｍｍ

Ｈｇ以上・拡張期１００

以上）者の割合が微増し

た圏域があった。 

 坂が多く高台の住民の

買い物事情による影響

（乾物、即席麺、パンな

ど軽くて持ち帰りやすい

ものを購入）など食習慣

が要因の一つとして考え

られる。 

 

〇後期高齢者の健康診査

の受診率向上。 

〇要支援者のうち、介護予

防のサービスを利用して

いる方を必要な医療や生

活習慣の改善つなげる。 

〇相談受付時に必要に応じて健康

診査や医療機関の受診勧奨及び保

健指導を実施する。 

〇高齢者の通いの場などを活用し

た健康教育（高血圧・減塩・血圧

測定など）を行う。 

〇居宅のケアマネジャーへの委託

ケアプランの審査会資料の交付時

に後期高齢者健診の受診勧奨のチ

ラシ配布をする。 

〇地域包括支援センターの職員の

研修会や、推進協議会の実務担当

者の勉強会でＫＤＢ等のデータを

情報提供する。 
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※網掛け：100％未満のもの （％）

困
難
な
事
例

へ
の
適
切
な

支
援

苦
情
に
対
す

る
適
切
な
支

援 時
間
外
の
緊

急
相
談
へ
の

対
応
支
援

業
務
懸
案
事

項
の
解
決

現
状
・
ニ
ー

ズ
の
把
握
と

重
点
課
題
の

検
討

関
係
機
関
と

の
情
報
共
有

ケ
ア
マ
ネ
と

の
情
報
共
有

包
括
ケ
ア
会

議
の
活
用

項目数 2 2 1 1 1 1 1 1

Ｒ３ 83.3 100.0 100.0 100.0 66.7 100.0 100.0 100.0

Ｒ４ 100.0 100.0 100.0 100.0 66.7 100.0 100.0 100.0

Ｒ３ 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

Ｒ４ 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

Ｒ３ 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

Ｒ４ 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

Ｒ３ 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

Ｒ４ 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

Ｒ３ 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

Ｒ４ 100.0 100.0 100.0 100.0 66.7 100.0 100.0 100.0

Ｒ３ 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

Ｒ４ 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

Ｒ３ 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

Ｒ４ 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

　統括支援センターの自己点検と運営方針

　２－１　令和４年度の自己点検

 ＜自己点検とは＞
　 各センター職員が業務運営方針を作成するため、自らの業務を3段階（できている、ほぼできている、不十
分）で自己点検したもの。
 ＜パーセンテージでの表記について＞
　 複数ある点検項目の結果を理解しやすいよう、全ての点検項目で「できている」場合を100％として点検結果
をパーセンテージで表した。
 ＜パーセンテージの比較＞
　 職員自らの判断で点検したものであり、また、センター別に地域特性等に違いがあるため、センターを越えて
比較することは適さず、センターごとの比較に適すもの。

区
年度

自己点検項目

（１） （２）

地域包括支援センターの業務支援 地域とのネットワーク構築支援

戸
畑

門
司

小
倉
北
小
倉
南

若
松

八
幡
東
八
幡
西

パーセンテージの目安
100 ％：全ての点検項目はできている

83.3 ％：2つの点検項目のうち、1つはできており、1つがほぼできている
66.7 ％：1つの点検項目が、ほぼできている。
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２－２ 統括支援センターの運営方針 

（１）地域包括支援センターの業務支援 

自己点

検項目 
現状および問題 業務目標 具体的取り組み 

困難な

事例へ

の適切

な支援 

〇高齢者虐待等の支援で、職

員の複数対応や、他部署や多

機関との連携が必要なケー

スが増加している。背景に高

齢者のみ世帯や、高齢の単身

者の増加や、複数の課題を持

つ世帯の増加、同居家族の介

護力不足がある。 

〇認知症や処遇困難などハイリ

スクの事例の早期発見・早期対

応や予防的関与が出来る。 

〇複数の部署や多機関が関わる

場合の円滑に連携する。 

〇虐待事例のコアメンバー会

議を活用し、多職種協働で早

期解決に取り組む。 

〇包括ケア会議や行政サポー

ト法律相談で虐待等の困難事

例を報告し、多角的な視点か

らの助言を得る。 

〇複数の機関が関わる場合、

適宜話し合いの場を設け、目

標の共有やそれぞれの役割分

担を確認する。 

 

 

業務に

お け る

懸案事

項解決 

〇ケース対応の振り返りが

出来ておらず、類似ケースが

あった際に、過去の経験を活

かせていないことがあった。

振り返りによる、情報や記録

を蓄積し、類似ケースの対応

の際に有効活用する。 

 

〇統括支援センターが地域包括

支援センターをバックアップし

ながら、チーム力の向上と人材

育成を図る。 

〇対応力強化のため、関係機関

との連携を図る。 

〇職員に合わせた振り返りや

助言をする。 

〇権利擁護に関する研修の積

極的な参加を促し、事後に伝

達研修をする。 

〇職種別連絡会での情報や意

見などを共有する。 

区単位

の 現

状 ・ ニ

ーズを

ふ ま え

た重点

課題の

検討 

〇保健師を中心にＫＤＢシ

ステムやデータ分析から情

報を把握しているが、他の職

種との共有が不十分で、健康

課題解決に向けての取組み

が不十分である。 

〇地域包括支援センターの職員

が、健康課題やその対応の必要

性について理解する。 

〇高齢者を直接支援するケアマ

ネジャーやサービス事業所に区

の健康課題を理解してもらう。 

〇区の高齢者の健康課題につ

いての分析や対応策を資料化

し、職種別連絡会で説明する。 

〇ケアマネジメント研修や、

推進協議会を活用し、区の健

康課題や課題解決に向けた取

組方針を説明する。また、取

り組み集を作成し、必要な部

署に配布する。 
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（２）地域とのネットワークの構築支援 

自己点

検項目 
現状および問題 業務目標 具体的取り組み 

関係機

関との

情報共

有 ・ 包

括 ケ ア

会議の

活用 

〇感染症や災害発生時の対

応についての検討が不十分

である。 

〇各包括で地域支援コーデ

ィネーターと協働し、地域ケ

ア会議で抽出された地域課

題をもとに社会資源の整理

や情報共有を行っているが、

さらなる課題の検討や資源

開発が必要。 

〇各会議を通じて抽出された地

域課題を検討し、課題解決に向

けて関係課や関連部署と連携す

る。 

〇社会資源の課題を検討する中

で、地域課題の整理につなげ、

区内で情報を共有していく。 

〇災害や感染症対策など有

事の対応も含めた地域課題

を抽出しアセスメントの上、

課題解決に向け関係課や関

連部署と連携する。 

〇すでにある社会資源を地

域ごとに整理し、居宅介護支

援事業所等へ情報提供する。 

〇いのちネットや地域支援

コーディネーターと会議の

場を設け、地域課題の解決に

向けて情報共有する。 

 

 

ケ ア マ

ネ と の

情報共

有 

〇ケアマネジメント研修や

地域ケア個別会議での事例

提供を通じてスキルアップ

を図っているが、参加者は同

じ顔ぶれで、地域のケアマネ

ジャーの全体のスキルアッ

プや情報共有が不十分であ

る。 

〇多くのケアマネジャーと情報

共有することで、地域全体のケ

アマネジャーのスキルアップを

図る。 

〇地域ケア個別会議に事例

提出したことがないケアマ

ネジャーに、事例提供を依頼

する。 

〇ケアマネジメント研修に、

より幅広く参加してもらえ

るよう周知、案内に努める。 
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a　できている（3点） ｂ　ほぼできている（2点） ｃ　まだ不十分（１点）

評価基準に対する視点がすべて実施でき
ていた場合に、チェックする。

評価基準に対する視点の内、８０％程
度できている場合にチェックする。

評価基準に対する視点が十分にできていない、ま
たは実施できていない場合にチェックする。

①担当圏域の現状やニーズがわかる情報
を把握している。

担当圏域ごとの６５歳以上人口、いきいき
長寿プランの実態調査結果把握、要支援・
要介護認定者数やサービス利用状況等の
介護保険にかかる情報、ＫＤＢシステムの
情報、民生委員や地域のサロン運営者な
どの地域の関係団体情報、その他ニーズ
把握にとって必要な情報を把握し、必要に
応じて提示できる。

担当圏域ごとの６５歳以上人口、いき
いき長寿プランの実態調査結果把握、
要支援・要介護認定者数やサービス利
用状況等の介護保険にかかる情報、Ｋ
ＤＢシステムの情報、民生委員や地域
のサロン運営者などの地域の関係団
体情報、その他ニーズ把握にとって必
要な情報を概ね把握している。

担当圏域ごとの６５歳以上人口、いきいき長寿プ
ランの実態調査結果把握、要支援・要介護認定者
数やサービス利用状況等の介護保険にかかる情
報、ＫＤＢシステムの情報等は把握しているが、民
生委員や地域のサロン運営者などの地域の関係
団体情報、その他ニーズ把握にとって必要な情報
の把握は十分ではない。

担当圏域ごとの６５歳以上人口、
いきいき長寿プランの実態調査結
果把握、要支援・要介護認定者
数やサービス利用状況等の介護
保険にかかる情報、ＫＤＢシステ
ムの情報、民生委員や地域のサ
ロン運営者などの地域の関係団
体情報、その他ニーズ把握にとっ
て必要な情報を把握し、必要に応
じて提示できる。

②地域包括支援センターが受けた介護サー
ビスに関する相談について、地域包括支援
センター運営支援システムに入力し、統括
支援センターに報告や協議を行う仕組みを
設けている。

地域包括支援センターが受けた介護サー
ビスに関する相談について、地域包括支援
センター運営支援システムに入力し、統括
支援センターに報告や協議を行う仕組みが
ある。

＿

地域包括支援センターが受けた介護サービスに
関する相談について、地域包括支援センター運営
支援システムに入力していない。また、統括支援
センターと報告や協議を行う仕組みが十分ではな
い。

地域包括支援センターが受けた
介護サービスに関する相談につ
いて、地域包括支援センター運営
支援システムに入力し、統括支援
センターに報告や情報共有する
仕組みがある。

③毎年度「高齢者と介護の質の向上推進会
議」（地域包括支援センター運営会議）の議
論を踏まえ、運営方針、支援等の内容を検
討し、改善している。

毎年度「高齢者と介護の質の向上推進会
議」（地域包括支援センター運営会議）の議
論を踏まえ、運営方針、支援等の内容を検
討し、改善している。

毎年度「高齢者と介護の質の向上推進
会議」（地域包括支援センター運営会
議）の議論を踏まえ、運営方針、支援
等の内容を検討している。

＿

毎年度「高齢者と介護の質の向
上推進会議」（地域包括支援セン
ター運営会議）の議論を踏まえ、
地域包括の自己点検、運営方針
を作成し、支援等の内容を検討
し、改善している。

①地域包括支援センターだけで解決できな
い事例や運営上3職種だけでは対応できな
い際に、統括支援センターからの支援が得
られている。

地域包括支援センター職員だけでは解決
できない際に、口頭による助言のみでなく
地域包括支援センター職員が訪問する際
に統括支援センタ－職員も同行するなど、
協働で問題を解決している。

－
地域包括支援センター職員だけでは解決できない
際に、統括支援センターからは、口頭等による助
言のみ受けている。

協働で問題解決したケースの記
録がある。

②統括支援センターと、情報提供や意見交
換などを行っている。

総合相談支援業務、権利擁護業務等、個
別相談時のみならず、スキルアップを目的
として、統括支援センターと情報提供・業務
報告・事例検討などを行っている。

総合相談支援業務、権利擁護業務等、
個別相談時のみならず、スキルアップ
を目的として月1回以上、統括支援セン
ターと情報提供・業務報告・事例検討
などを行っている。

総合相談支援業務、権利擁護業務等、個別相談
時に発生した対応困難な事象について、情報提
供や意見交換･事例検討などを行っている。

情報提供や意見交換の内容が記
録され、必要に応じて事務改善策
を行った記録がある。

①苦情の窓口について、利用者や事業者に
明確にしている。

【用語定義】
苦情の窓口とは、
①介護予防ケアマネジメントにおける苦情、
②地域包括支援センター活動における苦情
の両方を指す。

利用者や事業者に、苦情窓口を明確に示
している。

＿ 利用者や事業者に、苦情窓口を示していない。

経過記録などに、利用者や事業
者に苦情窓口に関して説明した
記録がある。
※介護予防ケアマネジメント(予防
給付)においては、重要事項説明
を行う際に、所定の文書並びに口
頭で説明したことを、記録してい
る。

②苦情については必ず検討し、その対応に
ついて記録し、統括支援センターと共有して
いる。

苦情の対応については統括支援センター
へ相談・報告し、必要に応じて苦情を申立
てた者や関係機関に対して統括支援セン
ターから説明や報告をする体制ができてい
る。

苦情については必ず検討が行われ、そ
の対応について、苦情を申立てた者に
行われている。

苦情については、地域包括支援センターの職員
の判断により検討し、対応が行われていないもの
がある。

苦情処理簿に検討・対応の記録
がある。

評価領域

評価の内容 地域包括支援センターが、地域のネットワークの拠点として、総合相談支援、高齢者虐待対応、包括的･継続的ケアマネジメント支援、介護予防ケアマネジメントの業務が実施できるよう、統括支援センターや他職種と連携し、情報共有や支援が行われる体制となっているか。

Ⅰ　地域包括支援センター運営体制

評価分類
判断材料又は
評価の方法

総合評価の
集約基準

評価のねらい
評価項目

（評価分類に対する視点）

自己点検判断基準

　地域包括支援センターは、介
護サービスに限らず、地域の保
健・福祉・医療サービスやボラン
ティア活動、インフォーマルサー
ビス等の様々な社会資源を把握
し、有機的に連携することが必
要です。
　ここでは、担当圏域の状況や
社会資源等を把握しているかど
うかを評価します。

1
 

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

の
体
制
に
関
す
る
こ
と

（１）担当圏域の現状や
ニーズを把握し、それに
応じた取り組みを行って
いる。

できている：９～８点
ほぼできている
　　　　　：７～５点
まだ不十分
　　　　　：４～３点

できている：６点
ほぼできている
　　　　　：５～４点
まだ不十分
　　　　　：３～２点

　地域包括ケアの中核機関とし
て、地域包括支援センターが地
域で活動していくためには、地域
包括支援センター単独では高齢
者の抱える様々な生活課題を解
決することは困難なこともあり、
他の地域包括支援センターとの
連携や困難事例の対応にあたっ
ての行政機関(区等)のバックアッ
プが重要となります。
　ここでは、地域包括支援セン
ターの業務を円滑に行うため
に、統括支援センターの支援や
その体制が図られているかを評
価します。

2
　
統
括
支
援
セ
ン
タ
ー

と
の
連
携

　利用者等から出された苦情に
誠実に対応することは、利用者
や地域住民との信頼関係を保つ
ためにも必要なことです。
　検討した結果については、申
立て者のみでなく、区推進協議
会等でも説明･報告し、双方が共
有して認識することが、信頼関係
を築くことにもなり、地域包括支
援センター運営においても大き
な価値を持つと思われます。苦
情への対応結果を地域等と共有
しているかを評価します。
　なお、利用者等の不利益や、プ
ライバシーへの配慮は必要で
す。

(2)地域包括支援セン
ターに対する苦情を受
け、統括支援センター
へ相談する体制がとれ
ている。

できている：６点
ほぼできている
　　　　　：５～４点
まだ不十分
　　　　　：３～２点

(１)地域包括支援セン
ターの業務を円滑に行
うために、統括支援セン
ターからの支援が得ら
れている。
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a　できている（3点） ｂ　ほぼできている（2点） ｃ　まだ不十分（１点）

評価基準に対する視点がすべて実施でき
ていた場合に、チェックする。

評価基準に対する視点の内、８０％程
度できている場合にチェックする。

評価基準に対する視点が十分にできていない、ま
たは実施できていない場合にチェックする。

評価領域

評価の内容 地域包括支援センターが、地域のネットワークの拠点として、総合相談支援、高齢者虐待対応、包括的･継続的ケアマネジメント支援、介護予防ケアマネジメントの業務が実施できるよう、統括支援センターや他職種と連携し、情報共有や支援が行われる体制となっているか。

Ⅰ　地域包括支援センター運営体制

評価分類
判断材料又は
評価の方法

総合評価の
集約基準

評価のねらい
評価項目

（評価分類に対する視点）

自己点検判断基準

①地域包括支援センター内で日ごろから相
談内容を報告し合い、情報を共有している。

地域包括センター内で情報共有の場を設
けており、職員全員で相談内容等を報告し
合っている。

地域包括センター内で情報共有の場を
設けてはいるが、その時にいる職員の
み（職員全員ではない）で相談内容等
を報告しあっている。

地域包括センター内で情報共有の場を設けてい
ないが、虐待等の困難事例の場合は、職員全員
で相談内容等を報告し合っている。

相談内容を共有していることが分
かる文書がある。

②相談内容について、｢利用者基本情報｣や
｢経過記録｣などに、主訴、客観的情報等必
要事項を記録し、個人ファイルなどに一元的
に管理している。

主訴、客観的情報等の必要事項を記録し
た「利用者基本情報」や「経過記録」を規則
性をもって個人ファイルに綴じている。

主訴、客観的情報等の必要事項を記
載した「利用者基本情報」や「経過記
録」を個人ファイルに綴じているが、規
則性がないことがある。

主訴、客観的情報等の必要事項を記録した「利用
者基本情報」や「経過記録」等の書類を個人ごと
にファイリングしていないことがある。

編綴方法を定めたマニュアルが
あり、マニュアルどおりに編綴さ
れた個人ファイルがある。

③一元化された情報を、必要となる際に確
認できるように保管している。また、地域包
括支援センター運営支援システムを活用し、
管理している。

個人情報ファイルをセンターのルールに
従って保管しており、職員全員が個人情報
がどこに保管されているかを把握してい
る。また、地域包括支援センター運営支援
システムを十分活用し、管理している。

個人情報の保管方法のルールをセン
ターで決めてはいないが、職員全員が
個人情報がどこに保管されているかを
把握している。また、地域包括支援セ
ンター運営支援システムの活用が不十
分である。

個人情報の保管方法のルールをセンターで決め
ておらず、センター職員が個人情報がどこに保管
されているか把握していないことがある。また、地
域包括支援センター運営支援システムを活用して
いない。

保管方法を定めたマニュアルが
ありマニュアルどおりに保管され
ている。

①個人情報を使用するときは、必ず、本人･
家族の同意（個人情報使用同意書）を得て
いる。

必要時には個人情報を他の関係機関等へ
提供する旨を本人・家族に必ず説明し、同
意を得ている。

－
本人・家族からの同意は得ているが、必要時に個
人情報を他の関係機関等へ提供する旨の説明を
していないことがある。

情報提供に同意した利用者又は
家族の署名若しくは記名捺印が
ある。

②個人情報が、他者の目に触れないよう保
管しており、データの取扱いについては、
「地域包括支援センター情報セキュリティ実
施手順書」を遵守している。

個人情報を鍵つきのキャビネット等に保管
しており、個人情報の入ったデータについ
ては、「地域包括支援センター情報セキュリ
ティ実施手順書」を遵守している。

－

個人情報をカウンターなど、人の目に入りやすい
場所に置いていることがあり、個人情報の入った
データについて、「地域包括支援センター情報セ
キュリティ実施手順書」を遵守していないことがあ
る。

鍵つきのキャビネットに保管して
おり、手順書を遵守している記録
がある。

③個人情報を持ち出すときは、点検簿等に
より管理し、持ち出した場合は、手元に携帯
している。

訪問等で個人情報を持ち出す場合、外出
前後に点検簿等により必ず確認し、外出中
は常に携帯している。

個人情報を持って訪問等をする際は、センターか
ら持ち出した個人情報を点検簿等により外出前後
に確認せず、また手元に携帯していないことがあ
る（車中等に一部の個人情報を残したまま、必要
な個人情報のみを携帯して訪問するなど）。

個人情報持ち出し点検簿などに
記載がある。

④プライバシーに配慮した相談環境を整備
する。（カウンターの仕切り・相談室の活用
等）

プライバシーに配慮した相談環境を整備し
ている。（カウンターの仕切り・相談室の活
用等）

プライバシーに配慮した相談環境を整備していな
い。

プライバシーに配慮した相談環境
を整備している。（カウンターの仕
切り・相談室の活用等）

3
　
チ
ー

ム
ア
プ
ロ
ー

チ
の
実
行

できている
　　　　　：９～８点
ほぼできている
　　　　　：７～６点
まだ不十分
　　　　　：５～３点

(1)相談･支援体制の構
築ができている。

４
　
個
人
情
報
保
護

(1)個人情報の取扱いや
プライバシーの確保に
は十分配慮している。

できている
　　：１２～１０点
ほぼできている
　　　：１０～８点
まだ不十分
　　　　：６～４点

　地域包括支援センターの職員
は正当な理由なしに、その業務
に関して知り得た情報を他に漏
らしてはならないことが介護保険
法に定められています。地域包
括支援センターは高齢者の心身
の状況や、家族の状況等を幅広
く知りうる立場にあり、その情報
管理には、万全を期す必要があ
ります。
　ここでは、職員が個人情報の
入手・管理・情報提供の場面に
おいて適切な対応が行われてい
るかどうかを評価します。

　相談や訪問面接で得た情報
は、地域包括支援センターが当
事者もしくは相談者をフォローし
ていくうえで欠かせない情報であ
り、その情報をいつでも共有でき
るような相談・支援体制が必要
です。
　ここでは、相談や訪問面接で
得た情報が一元的に管理され、
いつでも情報を共有できる体制
が構築されているかどうか、3職
種のチームケア体制について評
価します。
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a　できている（3点） ｂ　ほぼできている（2点） ｃ　まだ不十分（１点）

評価基準に対する視点がすべて
実施できていた場合に、チェック
する。

評価基準に対する視点の
内、８０％程度できている場
合にチェックする。

評価基準に対する視点が十分
にできていない、または実施でき
ていない場合にチェックする。

①相談者との関係性の構築に
努力し、状況の把握を行ってい
る。

相談者のニーズだけでなく、状
況把握のため、家族や親族、民
生委員など、相談者をよく知る地
域関係者についての情報を相談
者から聞き出している。

相談者のニーズは聞きだし
ているが、相談者をよく知る
地域関係者の情報を聞き出
せていないことがある。

相談者のニーズや相談者をよく
知る地域関係者の情報を聞き出
せていない。

相談記録票に相談者
のニーズや地域関係
者の情報の記載があ
る。

②緊急性を判断し、適切な対応
を行っている。

センター内で共通の判断基準が
あり、必ず複数の職員で協議し
て対応する。

センター内で共通の判断基
準を持ってはいないが、主
観的に判断せず、必ず他の
職員と協議して対応するこ
ととしている。

センター内で共通の判断基準を
持っていないため、主観的な判
断で対応している。

相談記録票に他の職
員と協議した記載が
ある。

③相談者にわかりやすく情報を
提供している。

相談者のニーズに対応するた
め、関係機関等の情報を書面で
提供するとともに、口頭でも説明
している。

相談者のニーズに対応する
ため、関係機関等の情報を
口頭で説明は行っている
が、書面を提供していない
ことがある。

相談者のニーズに対応できる関
係機関の情報を口頭でのみ提
供している。

相談記録票に書面等
で情報提供をした記
録がある。

①当事者宅や入院先などを訪問
し、利用者(本人)・家族と面接を
行っている。

当事者宅や入院先などを訪問す
る必要がある場合は、必ず訪問
して面接を行っている。

当事者宅や入院先などを訪
問する必要がある場合、概
ね訪問して面接している
が、電話等で対応している
こともある。

当事者宅や入院先などを訪問す
る必要がある場合、極力訪問し
て面接しているが、電話等で対
応することの方が多い。

相談記録票に当時者
宅等の訪問の記録
がある。

②利用者の状況を把握するため
に、地域(近隣住民、民生委員な
ど)から情報を収集している。

利用者の状況を把握するため、
初期相談で情報を提供しても
らった地域関係者全員（近隣住
民、民生委員など）から情報を収
集している。

利用者の状況を把握するた
め、初期相談で情報を提供
してもらった地域関係者か
ら情報を収集しようとしてい
るが、一部収集できていな
い。

利用者の状況を把握するため、
初期相談で情報を提供しても
らった地域関係者から情報を収
集しようとしているが、あまり収
集できていない。

相談記録票に地域関
係者からの情報収集
の記録がある。

③利用者の状況を把握するため
に、その人が持っている社会資
源等、関係機関・関係者からの
情報を収集している。

利用者の状況を把握するため、
初期相談で提供してもらった社
会資源等について、関係機関・
関係者全員から情報を収集して
いる。

利用者の状況を把握するた
め、初期相談で情報を提供
してもらった社会資源等、関
係機関・関係者から情報を
収集しようとしているが、一
部収集できていない。

利用者の状況を把握するため、
初期相談で情報を提供しても
らった社会資源等、関係機関・
関係者から情報を収集しようとし
ているが、あまり収集ができてい
ない。

相談記録票に社会資
源等からの情報収集
の記録がある。

①初期相談や訪問面接等で得
た情報に基づき、課題や主訴を
明確にしている。

初期相談や訪問面接で得た情
報をもとに課題や主訴等を明確
にしている。

初期相談で得た情報や訪
問面接で得た情報をもとに
しているが、課題や主訴等
が明確になっていないこと
がある。

課題や主訴等が明確になってい
るが、収集した情報に基づいた
ものではない。

相談記録票に主訴や
課題の記録がある。

②アセスメントに基づき支援計画
を立てている。

課題や主訴を解決するため、個
別・具体的な支援計画を立てて
いる。

課題や主訴を解決するた
め、支援計画を立てている
が、課題を反映していない
ところがある。

課題や主訴を解決するため、支
援計画を立てているが、個別・具
体性に欠けている。

相談記録票に個別・
具体的に記載されて
いる。

③相談内容を解決するためサー
ビス提供機関や専門相談機関に
対して、必要とされる情報を詳細
に提供している。

相談内容を解決するにふさわし
いサービス提供機関や専門相談
機関へ書面で情報を提供すると
ともに口頭でも説明している。

相談内容を解決するにふさ
わしいサービス提供機関や
専門相談機関に書面で情
報を提供している

相談内容を解決するにふさわし
いサービス提供機関や専門相談
機関に口頭で情報を提供してい
る

相談記録票に書面等
で情報提供をした記
録がある。

評価領域 Ⅱ　総合相談支援業務

評価の内容
地域の高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続していくことができるよう、どのような支援が必要かを相談等に基づき幅広く把握し、保健･医療･福祉・介護の適切な制度・サービス利用につな
げていく等の支援を行っているか。

評価分類 評価のねらい

１
　
初
期
段
階
で
の
相
談
対
応

(1)初期段階の相談対
応を行っている。

　地域包括支援センターには、
当事者や家族・親族、近隣住
民、地域のネットワーク等を通じ
て様々な相談が入り、それぞれ
のニーズに即した素早い対応が
求められます。
　ここでは、信頼関係の構築や
緊急性の判断、ニーズに合った
情報の提供など、初期相談の段
階で、適切な対応が行われてい
るかどうかを評価します。

できている
　　：９～８点
ほぼできてい
る
　　：７～６点
まだ不十分
　　：５～３点

２
　
専
門
的
・
継
続
的
相
談
支
援

(2)支援計画(処遇方針)
の策定ができている。

　支援計画の策定にあたって
は、初期相談で得た情報や訪問
による面接等で得た情報に基づ
いた適切なアセスメントが必要で
す。また、支援計画に基づき、そ
の内容を解決するにふさわしい
サービス、制度、機関へとつなぐ
ことが重要となります。
　ここでは、適切なアセスメントに
基づき支援計画を策定している
か、また他のサービス機関への
つなぎ等が適切に行われている
かを点検します。

できている
　　：９～８点
ほぼできてい
る
　　：７～６点
まだ不十分
　　：５～３点

評価項目
（評価分類に対する視点）

自己点検判断基準

判断材料又は
評価の方法

総合評価の
集約基準

(1)訪問(アウトリーチ)に
よる相談や情報収集を
行っている。

　初期相談で継続的・専門的な
関与又は緊急の対応が必要な
場合、その連絡を地域包括支援
センターで待つのではなく、当事
者宅や当事者の入院先での訪
問による面接を速やかに行う必
要があります。その際、当事者
からだけでなく、その家族や関連
機関からの情報を収集すること
も必要です。
　ここでは、地域包括支援セン
ターの特徴の一つでもある“出前
主義”が発揮されているかどう
か、また必要な情報を地域や関
係機関から得ているかどうかを
評価します。

できている
　　　：９～８点
ほぼできてい
る
　　　：７～６点
まだ不十分
　　　：５～３点
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a　できている（3点） ｂ　ほぼできている（2点） ｃ　まだ不十分（１点）

評価基準に対する視点がすべて
実施できていた場合に、チェック
する。

評価基準に対する視点の
内、８０％程度できている場
合にチェックする。

評価基準に対する視点が十分
にできていない、または実施でき
ていない場合にチェックする。

評価領域 Ⅱ　総合相談支援業務

評価の内容
地域の高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続していくことができるよう、どのような支援が必要かを相談等に基づき幅広く把握し、保健･医療･福祉・介護の適切な制度・サービス利用につな
げていく等の支援を行っているか。

評価分類 評価のねらい
評価項目

（評価分類に対する視点）

自己点検判断基準

判断材料又は
評価の方法

総合評価の
集約基準

①支援引継ぎ機関に対して、あ
らかじめ設定した時期に状況を
確認している。

課題解決のためにつないだ機関
へ、地域包括支援センターから
あらかじめ設定した時期に連絡
し、「紹介してどうなったか」等、
情報収集をし、状況確認を行っ
ている。

つないだ後、地域包括支援
センターから、つないだ先の
機関に「紹介してどうなった
か」等の情報収集をしてい
るが、予め設定した時期を
過ぎてしまっていることがあ
る。

つないだ後、つないだ先の機関
に予め設定した時期に連絡して
おらず、「紹介してどうなったか」
等の情報は、つないだ先の機関
から入ることが多い。

相談記録票につない
だ先への状況確認の
記録がある。

②支援計画通りに実施されてい
るか、当事者もしくは相談者に対
して、定期的に確認している。

地域包括支援センターから当事
者もしくは相談者に定期的に連
絡し、引継ぎ後の状況等を確認
している。

つないだ後、地域包括支援
センターから、当事者もしく
は相談者に「紹介してどう
なったか」等の確認をしてい
るが、定期的には確認して
いないことがある。

つないだ後、当事者もしくは相談
者に定期的に連絡しておらず、
「紹介してどうなったか」等の情
報は、当事者もしくは相談者から
入ることが多い。

相談記録票に相談者
への状況確認の記
録がある。

③確認した情報に基づき評価を
行い、必要に応じて支援計画の
見直しを行っている。

確認した情報に基づき支援計画
の評価・見直しを行っており、見
直した場合は理由や内容を「つ
ないだ先の機関」や「当事者もし
くは相談者」に説明している。

支援計画の評価・見直しを
行っているが、不十分であ
る。

支援計画の評価・見直しを行っ
ているが、説明はしていない。

相談記録票に評価･
見直しの記録があ
る。

④終結条件を統括支援センター
と共有している。

終結条件を統括支援センターと
協議し、相談記録票等に記録し
ている。

統括支援センターと終結条
件の協議は行っているが、
相談記録票等に記録まで
はしていない。

統括支援センターと終結条件の
協議までは行っていない。

相談記録票等に終結
条件の記録がある。

①介護、子育て、障害等複合的
な課題を持つ世帯への相談対応
を行っている。

介護、子育て、障害等複合的な
課題を持つ世帯への相談対応を
関係機関と連携して行っており、
主訴や経過、課題の記録があ
る。

＿

介護に係る部分の対応は行う
が、他分野の課題については担
当部署に繋ぐのみで連携できて
いない。

介護、子育て、障害
等複合的な課題を持
つ世帯への相談対応
を関係機関と連携し
て行っており、主訴や
経過、課題の記録が
ある。

②統括支援センターや他分野の
相談機関（市の機関も含め）協
議しつつ対応している。

統括支援センターや他分野の相
談機関（市の機関も含め）と協議
を行い、連携して対応し、結果を
記録、共有している。

統括支援センターや他分野
の相談機関（市の機関も含
め）と協議を行っている。

統括支援センターや他分野の相
談機関（市の機関も含め）と協議
をすることはあまりない。

相談記録票に統括や
他分野の相談機関と
協議した記録があ
る。

③相談内容を整理して、複合的
な課題を持つ件数・内容を把握
している。

相談内容を整理して、複合的な
課題を持つ世帯数・人数・内容を
把握している。

＿
相談対応は行うが、複合的な課
題を持つ世帯数・人数・内容を分
類、整理はしていない。

相談内容を整理し
て、複合的な課題を
持つ世帯数・人数・内
容を把握している。

２
　
専
門
的
・
継
続
的
相
談
支
援 できている

　　　：９～８点
ほぼできてい
る
　　　：７～６点
まだ不十分
　　　：５～３点

　サービス提供機関等へつない
だ後も、継続的なモニタリングが
必要となります。ここでは、つな
いだ後に、つないだ先で効果が
あったかの評価を行っている
か、また、効果がないと判断した
場合に、当事者とサービス提供
機関等との間に介入し、支援計
画の見直し等の適切な対応を
行っているかを評価します。

(3)相談支援の終結を
含め継続支援のため
のモニタリングを実施し
ている。

　単身高齢者や認知症、ダブル
ケア、８０５０問題等、複雑困難
化事例に対して、対象者や家族
および関係機関と連携し、適切
な対応を行っているかを評価し
ます。

できている
　：１２～１０点
ほぼできてい
る
　　：９～７点
まだ不十分
　　　：６～４点

(4)複合的な課題を持つ
世帯等への支援を推
進している。
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a　できている（3点） ｂ　ほぼできている（2点） ｃ　まだ不十分（１点）

評価基準に対する視点がすべて
実施できていた場合に、チェック
する。

評価基準に対する視点の
内、８０％程度できている場
合にチェックする。

評価基準に対する視点が十分
にできていない、または実施でき
ていない場合にチェックする。

評価領域 Ⅱ　総合相談支援業務

評価の内容
地域の高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続していくことができるよう、どのような支援が必要かを相談等に基づき幅広く把握し、保健･医療･福祉・介護の適切な制度・サービス利用につな
げていく等の支援を行っているか。

評価分類 評価のねらい
評価項目

（評価分類に対する視点）

自己点検判断基準

判断材料又は
評価の方法

総合評価の
集約基準

(5)認知症高齢者を支
援するための取り組み
を行っている。

認知症高齢者に対して、必要
時、認知症初期集中支援チーム
や認知症疾患医療センター等と
連携して、適切な対応を行って
いるかを評価します。

①認知症初期集中支援チーム
や認知症疾患医療センター等と
連携し、対象者に関する情報共
有を図り、相談支援を行ってい
る。

認知症初期集中支援チームや
認知症疾患医療センター等と連
携し、対象者に関する情報共有
を図り、相談支援を行っている。

＿

認知症高齢者の支援は行うが、
認知症初期集中支援チームや
認知症疾患医療センター等との
連携ができていない。

認知症初期集中支
援チームや認知症疾
患医療センター等と
連携し、協議や対応
した記録がある。

できている
　　　　　：３点
ほぼできてい
る
　　　　　：２点
まだ不十分
　　　　　：１点

①担当エリアのサービス提供機
関や自治会･民生委員などの組
織、ボランティア、NPO法人など
の情報(活動内容など)を地域支
援コーディネーターと連携（情報
共有等）し、マップまたはリストを
作成し、整理している。

担当エリアの情報(活動内容、連
絡先など)を地域支援コーディ
ネーターと連携（情報共有等）
し、その内容をカテゴリー別に分
かるように、マップまたはリストを
作成し、一元的に整理していると
ともに、定期的に情報を見直して
いる。

担当エリアの情報(活動内
容、連絡先など)を把握し、
その内容をカテゴリー別に
分かるように、マップまたは
リストを作成し、一元的に整
理しているが、地域支援
コーデしネーターと連携（情
報共有等）は行っていない。

担当エリアの情報(活動内容、連
絡先など)を把握しているが、マッ
プやリストは作成していない。
地域支援コーディネーターとの
連携（情報共有等）も行っていな
い。

フォーマル、インフォ
マル等の社会資源が
マップや一覧表等と
して一元的に整理
し、地域支援コーディ
ネーターと連携（情報
共有等）を行ってい
る。

②地域のイベント等や行事など
の情報を把握している。

地域より情報が得られる関係性
が築けており、自治会やまちづく
り協議会などが実施するイベント
等を把握し、職員間で確認でき
るように書面で整理している。

自治会やまちづくり協議会
などが実施するイベント等
を把握しているが、職員間
で共有できていない。

自治会やまちづくり協議会など
が実施するイベント等について、
把握できていない。

地域で実施するイベ
ント等(行政主体、地
域主体を含む)情報
などが整理されてい
る。

③地域住民が必要とする情報提
供や啓発活動を行っている。(出
前講演やチラシの作成など)

把握し、整理された情報(社会資
源や制度･サービス等)周知のた
め、地域住民に対して、地域の
集まりの場や窓口で、チラシ等を
用いて情報提供している。

把握し、整理された情報(社
会資源や制度･サービス等)
を、圏域内の住民に対し
て、窓口で情報提供してい
る。

既存のパンフレット等を窓口で配
布している。

整理された情報が地
域で配布された記録
がある。

④権利擁護サービスや成年後
見制度の活用について、啓発活
動を行っている。

権利擁護サービスや成年後見
制度について、区推進協議会等
を活用して、地域の関係者に周
知するとともに、地域の住民の
集まりの場等で、直接地域住民
に啓発している。

権利擁護サービスや成年後
見制度について、区推進協
議会等を活用して、地域の
関係者（団体）に周知してい
るが、地域住民の集まりの
場等に出向き、直接啓発は
していない。

啓発活動は行っていないが、地
域の関係者や地域住民等から
尋ねられれば、制度の説明等を
行っている。

地域の団体や地域
住民に啓発活動を
行った記録がある。

⑤消費者被害情報を地域の民
生委員、ケアマネジャー、ホーム
ヘルパー等の事業者へ情報提
供し、被害防止に向けた連携を
行っている。

消費生活センターからの消費者
被害に関する情報を、地域の民
生委員やケアマネジャー、ホー
ムヘルパー等に積極的に情報
提供し、注意喚起している。

消費者被害に関する情報
が得られた場合、来所や地
域の会合、研修会などの際
に、地域の民生委員やケア
マネジャー･ホームヘルパー
等に情報提供している。

特段、地域の民生委員やケアマ
ネジャー・ホームへルパー等に、
地域包括支援センターから情報
提供は行っていない。

活動記録等に、情報
提供を行ったことを
記録している。

⑥活動の核となる地域のリー
ダーに対して、具体的な事例を
活用した啓発活動など、支援を
行っている。

地域活動の核となるリーダーに
対し地域住民同士の助け合い
(互助･共助)の大切さを、具体的
な課題解決事例等を用いて紹介
するなど支援している。

地域活動の核となるリー
ダーに対し地域住民同士の
助け合い(互助･共助)の大
切さを、教示するなどの支
援はしているが、具体的な
課題解決事例等の紹介は
していない。

具体的な課題解決事例等の紹
介など、特別なことはしていな
い。
（地域活動の核となるリーダーか
ら、尋ねられたことは教示してい
る。）

具体的事例を紹介し
て支援した記録があ
る。

３
　
地
域
に
お
け
る
ネ

ッ
ト
ワ
ー

ク
の
構
築

できている
　：１８～１６点
ほぼできてい
る
　：１５～１２点
まだ不十分
　：１１～６点

(1)地域の社会資源や
情報を把握し、地域に
提供している。

　適切な支援や必要な情報の提
供、地域のネットワークを構築す
るためには、公的なサービスだ
けでなく、インフォーマルを含め
た圏域内の社会資源を把握する
ことが必要です。
　特に、高齢者の尊厳を守り、権
利侵害を未然に防ぐためにも、
権利擁護にかかる制度･サービ
スの啓発や、消費者被害等の情
報を提供を行うことが重要です。
　ここでは、把握した社会資源に
ついては,初期相談時などで活用
できるよう整理をしておくととも
に、情報が地域に提供されてい
るかを評価します。
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a　できている（3点） ｂ　ほぼできている（2点） ｃ　まだ不十分（１点）

評価基準に対する視点がすべて
実施できていた場合に、チェック
する。

評価基準に対する視点の
内、８０％程度できている場
合にチェックする。

評価基準に対する視点が十分
にできていない、または実施でき
ていない場合にチェックする。

評価領域 Ⅱ　総合相談支援業務

評価の内容
地域の高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続していくことができるよう、どのような支援が必要かを相談等に基づき幅広く把握し、保健･医療･福祉・介護の適切な制度・サービス利用につな
げていく等の支援を行っているか。

評価分類 評価のねらい
評価項目

（評価分類に対する視点）

自己点検判断基準

判断材料又は
評価の方法

総合評価の
集約基準

①相談者をとりまく関係機関（例
えば、かかりつけ医、ケアマネ
ジャー、サービス事業者など）
と、定期的に情報交換を行なう
など、連携に努めている。

あらかじめ設定した時期に、圏
域及びその周辺地域のかかりつ
け医、ケアマネジャー、サービス
事業者など相談者をとりまく関係
機関と、情報交換を行う場(連絡
会など)を設けている。

定期的な情報交換の場は
設定していないが、個別相
談の内容により、随時、関
係者が集まって、情報交換
や連携について話し合う場
を設けている。

情報交換を行う場(連絡会)は、
設定していないが、個別相談が
発生した際に、電話や文書等に
より、情報交換や連携を図って
いる。

情報交換を実施した
記録がある。

②他の地域包括支援センター
や、いのちをつなぐネットワーク
係、地域支援コーディネーター、
地域保健係、行政窓口(消費生
活センター･権利擁護センター含
む)と情報交換や連携ができてい
る。

他の地域包括支援センター、い
のちをつなぐネットワーク係、地
域保健係等と連携ができてお
り、定期的に地域支援コーディ
ネーターや関係部署等と情報交
換ができる体制がとれている。

定期的な情報交換の場は
設定していないが、個別相
談の内容により、随時、情
報交換や連携について話し
合う場を設けている。

情報交換を行う場(連絡会)は、
設定していないが、個別相談が
発生した際に、電話や文書等に
より、情報交換や連携を図って
いる。

行政関係者と情報交
換や連携を行った記
録がある。

③包括ケア会議、社会福祉協議
会、まちづくり協議会等と連携し
ている。

地域包括支援センターを中心と
した圏域内のネットワークだけで
は解決できない問題などを、定
期的に社会福祉協議会やまちづ
くり協議会等、または包括ケア会
議で報告するなど、解決に向け
た連携を図っている。

定期的な報告は行っていな
いが、圏域内のネットワーク
だけでは解決できない問題
が発生した際に、社会福祉
協議会やまちづくり推進協
議会等、または包括ケア会
議内で報告し、解決に向け
た検討を行っている。

地域包括支援センターを中心と
した圏域内のネットワークで検討
しており、特に、社会福祉協議会
やまちづくり推進協議会等、また
は包括ケア会議に、事例報告な
どによる連携は行っていない。

議事録(活動記録)な
どに、地域の関係機
関と連携した記録が
ある。

④地域包括支援センターを利用
しやすいよう各市民センターや
地域のサロン等に出向き、パン
フレット配布などによりＰＲすると
ともに連携している。

年に1～2回各市民センターや地
域の会議、サロン等に出向き、
パンフレット配布等により地域包
括支援センターのＰＲを行うとと
もに連携している。

＿

地域包括支援センターのＰＲ用
のパンフレット等はあるが、各市
民センターや地域の会議、サロ
ン等には一部の地区にしか出向
いておらず、連携していない。

市民センターや地域
の会議、サロン等で
地域包括支援セン
ターのＰＲや連携を
行った記録がある。

①地域活動(民生委員協議会等
の会議、集まり)に参加し、情報
収集を行っている。

圏域内にある地域活動の場に積
極的に出向き、情報収集を行っ
ている。

圏域内にある地域活動の
場に呼ばれた際は、地域に
出向き、情報収集を行って
いる。

圏域内にある地域活動の場にあ
まり出向いていないため、情報
収集を十分に行っていない。

地域活動参加時の
会議録、議事録があ
る。

②地域活動により得た情報につ
いて、民生委員や福祉協力員
等、地域住民の状況を把握して
いる人に対して、個別に情報収
集を行っている。

地域活動で得たすべての情報に
ついて、地域住民のことをよく
知っている民生委員や福祉協力
員等に個別に状況を確認してい
る。

地域活動で得た一部の情
報のについては、地域住民
のことをよく知っている民生
委員や福祉協力員等に個
別に状況を確認している。

地域活動を行った際、地域住民
のことをよく知っている民生委員
や福祉協力員等の情報を得てい
るが、個別に状況を確認してい
ない。

民生委員等から収集
した情報を記録した
書面(書類）がある。

③｢①・②｣により把握した内容を
もとに、高齢者への戸別訪問を
行っている。（例えば、独居高齢
者等）

地域活動や民生委員等から得
たすべての情報をもとに、独居
高齢者等を状況に応じて戸別訪
問している。

地域活動や民生委員等か
ら得た一部の情報をもと
に、独居高齢者等を戸別訪
問している。

地域活動や民生委員等から情
報を得ていないため、戸別訪問
をほとんどしていない。

戸別訪問で得た情報
を記録した書面(書
類）がある。

３
　
地
域
に
お
け
る
ネ

ッ
ト
ワ
ー

ク
の
構
築

(2)利用者に必要な地
域のネットワークを構

築している。

できている
　：１２～１０点
ほぼできてい
る
　：９～７点
まだ不十分
　：６～４点

４
　
地
域
住
民
の
実
態
把
握

（1)地域住民の実態を
把握するための取り組
みを行っている(リアル
タイム把握)。

　総合相談支援業務を行う上
で、高齢者や家族等からの相談
を待っているだけでは、地域に
存在する隠れた問題やニーズを
発見することができません。担当
圏域内の高齢者の実態を把握
することで、予防的対応や未然
防止的な対応が図ることができ
ます。
　ここでは、常にアンテナを高くし
て、担当圏域内の高齢者の実態
把握に努めているかを評価しま
す。

できている
　　　：９～８点
ほぼできてい
る
　　　：７～６点
まだ不十分
　　　：５～３点

　支援を必要とする高齢者に対
し、総合相談につなげるととも
に、適切な支援、継続的な見守
りを行い、更なる問題の発生を
防止するために、地域における
様々な関係者のネットワークを
構築していくことが必要です。
　ネットワークを構築するために
は、「顔の見える関係づくり」があ
げられます。地域に積極的に出
向き、関わりをもつ取り組みを行
えているかを評価します
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a　できている（3点） ｂ　ほぼできている（2点） ｃ　まだ不十分（１点）

評価基準に対する視点がすべて実施できていた
場合に、チェックする。

評価基準に対する視点の内、８０％程
度できている場合にチェックする。

評価基準に対する視点が十分にできていな
い、または実施できていない場合にチェックす
る。

(1)通報・相談を受け、
緊急性の判断を行えて
いる。

　高齢者虐待に関する通報や相
談を受けた場合、速やかに緊急
性を判断し、高齢者虐待対応マ
ニュアルに沿って必要な支援を
行うことにより、虐待の重篤化を
防ぎ、被虐待高齢者及び養護者
の安定した生活を確保している
か評価します。

①通報・相談を受け、緊急の場合は、統括支援セ
ンターへつないでいる。

【用語定義】
緊急性の判断の時期について、
①相談･通報内容に関する緊急性の判断は受付
後即
②処遇を実施する緊急性の判断は事実確認後

通報･相談内容が「被虐待高齢者の生命・身体に
危険がある、又はその恐れがある」と判断した緊
急事例について、速やかに統括支援センターに
情報提供し、統括支援センターの助言･指導に
従って対応している。

―

通報･相談内容が「被虐待高齢者の生命・身体
に危険がある、又はその恐れがある」と判断し
た緊急事例について、統括支援センターにつ
ながなかった事例がある。

連絡表に統括支援センター
への情報提供及び助言･指
導を受けた内容の記録があ
る。

できている
　　　　　：３点
まだ不十分
　　　　　：１点

①高齢者虐待に関する相談・通報を受け、関係者
の協力を得て多面的に事実確認(安全確認)を
行っている。

通報者から提供された情報を基に、複数人での
訪問等により事実を確認するとともに、本人を取
り巻く関係者からも幅広く情報収集を行っている。

通報者から提供された情報に基づき、
ケアマネジャーや民生委員等にも情報
提供を求め、自らも訪問等により事実
確認を行っている。

通報者から提供された情報に基づき、関係者
から電話により事実確認を行っている。

関係者への事実確認の記
録がある。

②事実確認に基づき、課題を明確化している。
把握した情報に基づき、課題が個別・具体的に明
示されている。

―
把握した情報が不十分なため、課題の抽出が
十分でない。

経過記録に、確認事項を記
載している

③収集した情報を整理し、適切に｢虐待｣かどうか
を判断している。

関係者から多面的に収集した情報を整理し、必要
に応じて統括支援センター等の支援を受け、地域
包括支援センターの３職種が中心となり協議の
上、虐待の有無及び緊急性の判断をしている。

通報者及びケアマネジャー、民生委員
等から提供された情報を基に、地域包
括支援センターの３職種で協議の上、
虐待の有無及び緊急性の判断をして
いる。

通報者等から収集した情報を基に、地域包括
支援センターの担当者が、虐待の有無及び緊
急性の判断をしている。

虐待の有無を判断するに当
たっての記録がある。

①支援方針の決定に際し、関係機関の協力を得
て多面的に検討を行っている。

課題解決のため、必要に応じて本人を取り巻く関
係者(ケアマネジャーや介護サービス事業者、民
生委員)や、専門家(かかりつけ医や弁護士等)に
カンファレンスへの参加を求め、効果的な支援策
の検討を行っている。

ー
課題解決に向け、地域包括支援センターのみ
でカンファレンスを行い、効果的な支援策の検
討を行っている。

支援方針を決定のプロセス
の記録がある。

②短期・中期～長期の目標を設定し、その実現に
資する支援策を立てている。

短期目標及び中～長期目標について目標期間を
含め設定し、その実現に向けた具体的な支援策
を立てている。

ー
事実確認により把握した現在の課題を解決す
るための支援策を明らかにしているが、目標期
間を定めていない。

経過記録に、目標並びに支
援策を記録している

③本人だけでなく、養護者支援も視野に入れた支
援策となっている。

本人及び養護する家族等が抱える課題を幅広く
検証し、虐待の発生要因となっている課題を解消
するため、養護者に対しても適切な支援策を講じ
ている。

虐待の発生要因となっている課題を検
証し、養護者に課題がある場合は、そ
の課題解決に向けた支援策を講じて
いるが、不十分である。(課題の全てに
対応していない。）

養護者に課題があるにも関わらず、養護者に
対する支援策が講じられていない。

養護者の課題とその支援策
の記録がある

④支援策を実行する上で、関係者の役割を明確
化し、事案のキーパーソンを決定している。

支援策の検討を多面的に行い、各支援策の実施
に係る責任者を明確にするとともに、事案のキー
パーソンを決定している。

支援策の検討を多面的に行っている
が、各支援策の実施に係る責任者もし
くは事案のキーパーソンのいずれかが
明確である。

支援策の検討を多面的に行っているが、十分
な検討なしに責任者を決定しており、事案の
キーパーソンも未決定である。

責任者、キーパーソンが明
確であり、決定の経過の記
録がある。

⑤決定した支援策の効果を判断するために、進
捗状況に合わせて協議の場を設定している。

支援策を検討する際に、支援実施後の効果確認
のための次回の協議日程について統括支援セン
ターと調整しながら、地域包括支援センターが予
定にあわせ協議の場を設けている。

支援策を検討する際に、支援実施後
の効果確認のための次回の協議日程
を設定しているが、協議が日程より遅
れて行われていることがある。

支援策を検討する際に、支援実施後の効果確
認のための次回の協議日程を設定していな
い。

経過記録に記載している。

⑥必要に応じ、支援策の見直し（モニタリング）を
行っている。

必要に応じ、目標も含め見直し（モニタリング）を
行い、新たな目標実現のための具体的な支援策
を立てている。

ー
必要に応じ、目標の見直し（モニタリング）を
行っているが、新たな目標実現のための具体
的な支援策は立てていない。

経過記録に記載している。

⑦成年後見制度の市長申立や老人福祉法にお
ける措置が必要と判断された場合、統括支援セン
ターへつないでいる。

成年後見制度の市長申立や老人福祉法における
措置の必要性があると判断された支援困難な事
例について、統括支援センターにつなぎ、助言、
指示をもらう。

ー

成年後見制度の市長申立や老人福祉法にお
ける措置の必要性があると判断されても、事実
確認や家族調整がつくまでは、統括支援セン
ターにつないでいない。

経過記録に記載している。

評価領域 Ⅲ　高齢者虐待・権利擁護対応

評価の内容 地域の高齢者が住み慣れた地域で尊厳ある生活と人生を維持することができるよう、虐待発生またはそのおそれのある時に制度やサービスを有効活用するなど、ニーズに即した迅速な対応がなされているか。

評価分類 評価のねらい
評価項目

（評価分類に対する視点）

自己点検判断基準

判断材料又は
評価の方法

総合評価の
集約基準

１
　
高
齢
者
虐
待
・
権
利
擁
護
へ
の
対
応

(2)事実の把握ができ
ている。

　虐待の通報･相談を受け、緊急
性の有無や事実確認を行う際、
通報者の情報のみに頼ることな
く、自ら訪問等により状況を確認
するとともに、多面的な関係者・
機関から情報を収集し、事実関
係の把握に努めているかを評価
します。

できている
　　　　　：９～８点
ほぼできている
　　　　　：７～６点
まだ不十分
　　　　　：５～３点

(3)適切な支援方針が
決定できている。

　虐待が発生している要因を分
析し、被虐待高齢者のみなら
ず、養護者の課題解決も含め対
応することにより、高齢者及び養
護者の安全・安心な生活の維持
に資する支援策を講じているか
を評価します。

できている
　　　　：２１～１８点
ほぼできている
　　　　：１７～１４点
まだ不十分
　　　　：１３～７点
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a　できている（3点） ｂ　ほぼできている（2点） ｃ　まだ不十分（１点）

評価基準に対する視点がすべて実施できていた
場合に、チェックする。

評価基準に対する視点の内、８０％程
度できている場合にチェックする。

評価基準に対する視点が十分にできていな
い、または実施できていない場合にチェックす
る。

評価領域 Ⅲ　高齢者虐待・権利擁護対応

評価の内容 地域の高齢者が住み慣れた地域で尊厳ある生活と人生を維持することができるよう、虐待発生またはそのおそれのある時に制度やサービスを有効活用するなど、ニーズに即した迅速な対応がなされているか。

評価分類 評価のねらい
評価項目

（評価分類に対する視点）

自己点検判断基準

判断材料又は
評価の方法

総合評価の
集約基準

①支援策が本人の課題解決(生活の質の向上)に
つながっている。

あらかじめ設定した時期に、本人に対する支援策
の効果を評価し、課題解決につながっているかを
確認している。

あらかじめ設定した時期を過ぎて、本
人に対する支援策の効果を評価し、課
題解決につながっているかを確認して
いる。

本人に対する支援策の効果を評価しておら
ず、課題解決につながっているか確認できてい
ない。

経過記録に記載している。

②支援策が養護者の課題解決(生活の質の向上)
につながっている。

虐待をしていた養護者に対する支援策の効果を
評価し、課題解決につながっているかを確認して
いる。

虐待をしていた養護者に対する支援策
の効果を評価したところ、概ね課題解
決につながっている。

虐待をしていた養護者に対する支援策の効果
を評価したところ、まだ課題解決には至ってい
ない。

評価した内容を経過記録に
記載している。

③関係者が役割分担に従い、適切に支援を行っ
ている(キーパーソンの支援の実施状況把握含
む)。

支援策の検討会議において、それぞれの支援策
の実施責任者及びキーパーソンを明確にし、定期
的に効果評価を行っている。

支援策の検討会議において、それぞ
れの支援策の実施責任者及びキー
パーソンを決定しているが、定期的な
効果評価は行っていない。

支援策の検討会議において、支援策の実施責
任者及びキーパーソンが明確化されていない
ケースがあり、効果評価も行っていない。

評価内容を経過記録に記載
している。

①支援策が課題解決につながっていない場合、
必要に応じて支援策の見直しを行っている。

支援策の効果評価を行い、十分な効果が上がっ
ていない場合は、再度、関係者から情報収集し、
課題解決に至っていない理由を整理して、その課
題を解決するため関係者間で協議を行い、役割
分担の上、新たな支援策を講じている。

－

支援策の効果評価を行い、十分な効果が上
がっていない場合に、再度、課題を解決するた
め関係者間での協議や支援策を講じていな
い。

経過記録に記載している。

②支援を終了する際、再発防止策を講じている。

支援によって目標を達成した場合は、キーパーソ
ンを決定して、再び異変が起きたときには地域包
括支援センターへ通報が入る仕組み（見守り体
制）を構築してケースを終了している。

支援によって目標を達成した場合は、
再び異変が起きたときには地域包括
支援センターへ通報が入る仕組み（見
守り体制）を構築してケースを終了して
いる。

支援によって目標を達成したことを確認して、
ケースを終了している。

経過記録に記載している。

１
　
高
齢
者
虐
待
・
権
利
擁
護
へ
の
対
応

(4)課題解決につなが
る支援が実施できてい
る。

　虐待にいたっている本人及び
養護者の課題を整理し、それぞ
れの課題解決に効果的な支援
策を講じることができているかを
評価します。

できている
　　　　　：９～８点
ほぼできている
　　　　　：７～６点
まだ不十分
　　　　　：５～３点

(5)必要に応じて支援
計画の見直しを行って
いる。

　虐待にいたっている本人及び
養護者の課題解決にむけた支
援策を講じた後、定期的に効果
評価を行い、効果が見込めない
場合、再度課題を整理し、改善
のための支援策を検討している
か。
　また、その際に、課題解決のた
めに専門機関やその他の関係
者との連携の必要性についても
検討しているかを評価します。

できている：６点
ほぼできている
　　　　　：５～４点
まだ不十分
　　　　　：３～２点
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a　できている（3点） ｂ　ほぼできている（2点） ｃ　まだ不十分（１点）

評価基準に対する視点がすべて実施できていた場合に、
チェックする。

評価基準に対する視点の内、８０％程度でき
ている場合にチェックする。

評価基準に対する視点が十分にできていない、または
実施できていない場合にチェックする。

①担当圏域における居宅介護支援事業所のデータ（事業所ごと
の主任介護支援専門員・介護支援専門員の人数等）を把握して
いる。

①担当圏域における居宅介護支援事業所のデータ（事業所ごと
の主任介護支援専門員・介護支援専門員の人数等）を把握して
おり、年度内に１度は確認している。

①担当圏域における居宅介護支援事業所のデー
タ（事業所ごとの主任介護支援専門員・介護支援
専門員の人数等）を把握しているが、１年以上確
認していない。

①担当圏域における居宅介護支援事業所のデータ（事業所
ごとの主任介護支援専門員・介護支援専門員の人数等）を
把握していない。

①担当圏域における居宅介護支援
事業所のデータ（事業所ごとの主任
介護支援専門員・介護支援専門員
の人数等）を把握し資料として持って
いる。

②かかりつけ医とケアマネジャーや地域包括支援センターの職
員が、個々の利用者の相談や情報交換を持ちやすい体制を構
築している。

かかりつけ医とケアマネジャーや地域包括支援センターの職員
が個々の利用者の相談や情報交換をすることができる体制を構
築している。

ー
特に、かかりつけ医とケアマネジャー等が連携を図れる体制
はとっていない。

定例会開催時の内容の記録や、か
かりつけ医とケアマネジャー等との連
絡シートが作成されている。

③ケアマネジメント支援が必要な高齢者の入院(所)･退院(所)時
に、相談対応や調整を行っている。

利用者や家族、関係機関等から電話等で相談がなされた時に
助言を行うとともに、必要に応じて、ケアカンファレンスや訪問等
による面接、家族･ケアマネジャー･施設等の関係者との調整を
行っている。

ー
利用者や家族、関係機関等から相談がなされた時に、電話
による助言は行っているが、特段、調整などは行っていな
い。

経過記録に、調整内容など含め、支
援経過が記録されている。

④在宅医療・介護連携支援センターや地域の医療連携室（病
院）、施設の相談室と事例検討会や研修会への参加を通して情
報交換を行っている。

在宅医療・介護連携支援センターや地域の医療連携室のソー
シャルワーカー、施設の相談員と研修会等で情報交流の場を持
ち、情報や互いの役割などを共有している。

ー
支援が必要な高齢者が発生した際には、サービスの調整な
どで連携しているが、研修会等の交流する場への参加を
行っていない。

研修参加記録に、情報交換や交流
等の内容が記録されている。

①居宅介護支援事業所等に所属するケアマネジャーからの相談
を、随時に受け付けている。

地域のケアマネジャーより、来所･電話等で相談を受けたとき、
考えを聴き、受け止め、ともに考える姿勢で相談を受け、相談内
容を地域包括支援センター運営支援システムに入力し、整理し
ている。

地域のケアマネジャーより、来所･電話等で相談を
受けたとき、相談者がどうしてそう考えたかを聞
き、受け止め、ともに考える姿勢で相談を受けてい
るが、相談者(ケアマネジャー)ごとの個人相談カー
ド等を作成しているが、整理されていない。

地域のケアマネジャーより、来所･電話等で相談を受けたと
き、相談者がどうしてそう考えたかを聞き、受け止め、ともに
考える姿勢で相談を受けているが、相談内容を地域包括支
援センター運営支援システムに入力していない。

相談内容を地域包括支援センター運
営支援システムに入力し、整理して
いる。

②個別相談時に、必要な情報提供や情報交換を行っている。

相談内容に即した情報(社会資源、サービス、制度等)をチラシ等
の書面を交付するとともに、口頭で説明し、お互いに持つ情報を
共有し、改善策など必要な意見交換を行い、区全体の問題とし
て解決が必要な事柄について、統括支援センターとともに、取り
組みを行っている。

相談内容に即した情報(社会資源、サービス、制度
等)を口頭で提供するとともに、お互いに持つ情報
の共有や必要な意見交換を行い、区全体の問題
として解決が必要な事柄があっても、統括支援セ
ンターに報告を含め、何もしていない。

相談内容に即した情報(社会資源、サービス、制度等)を口頭
で提供しているが意見交換までは行っていない。

提供した情報の内容のわかる記録
や意見交換の記録がある。

③支援困難なケースについては、サービス担当者会議に参加す
るなどして助言・支援 している。

相談内容に応じて、ケアマネジャーが開催するサービス担当者
会議に参加し、助言、支援している。

支援困難事例の相談が入った際に、つなぐ等の支
援や、相談内容に応じて、サービス担当者会議開
催にあたっての助言は行っているが、参加にまで
は至っていない。

相談内容にあった解決の糸口や協力･支援を求める窓口の
提示などの助言を行っている。

地域包括支援センター運営支援シス
テムに、サービス担当者会議に出席
した記録がある。

①地域包括支援センター単位で、ニーズに基づいてケアマネジメ
ント能力を高めるための研修等を開催している。

定期的に、圏域内の居宅介護支援事業所に所属するケアマネ
ジャー向けに、ニーズに基づいて研修会や勉強会等を開催して
いる。

年に数回、圏域内の居宅介護支援事業所に所属
するケアマネジャー向けに、ニーズに基づいて研
修会等を開催している。

区で実施するケアマネジメント研修は開催しているが、圏域
内の居宅介護支援事業所向けの研修会は開催していない。

情報交換などの活動記録がある。

②地域包括支援センター単位で、ニーズに基づいてケアマネ
ジャー同士のネットワークを構築できるような支援または取り組
みを行なっている。

定期的に、ニーズに基づいて圏域内のケアマネジャーが集い、
互いの悩みを話し合う情報交換の場(機会)をつくっている。

地域包括支援センター単位で行う研修の場などを
利用して、年に数回、ニーズに基づいて圏域内の
居宅介護支援事業所に所属するケアマネジャーと
の情報交換の場(機会)をつくっている。

区で実施するケアマネジメント研修の演習の中で、情報交換
を行うことはあるが、特段、圏域内のケアマネジャーが情報
交換を行える場をつくっていない。

意見交換の記録がある。
※記録から、悩みの話し合いや「気
づき」が読み取れる。

③自立支援・重度化防止等に資するケアマネジメントに関し、市
の基本方針をセンター職員で共有し、研修やプランチェック等で
居宅介護支援事業所に周知している。

自立支援・重度化防止に資するケアマネジメントに関し、市の基
本方針をセンター職員で共有できており、居宅介護支援事業所
ケアマネジャーにも研修やプランチェック等を通して周知してい
る。

　　　　　　　　　　ー
自立支援・重度化防止に資するケアマネジメントに関し、市
の基本方針をセンター職員で共有できているが、居宅支援
事業所への周知は行えていない。

ケアマネジメント研修の記録
原案確認シートの記録

できている
　　　　　：９～８点
ほぼできている
　　　　　：７～６点
まだ不十分
　　　　　：５～３点

総合評価の集約基準

２
　
介
護
支
援
専
門
員
に
対
す
る
個
別
支
援

できている
　　　　　：12～10点
ほぼできている
　　　　　：9～7点
まだ不十分
　　　　　：6～4点

できている
　　　　　：９～８点
ほぼできている
　　　　　：７～６点
まだ不十分
　　　　　：５～３点

（２）ケアマネジャーの
質の向上に向けた取り
組みを行っている。

ケアマネジメント能力を高めるた
めの研修等の開催やケアマネネ
ジャー同士のネットワークを構築
できるような取り組みを行ってい
るかを評価します。

評価項目
（評価分類に対する視点）

（１）ケアマネジャーへ
の個別相談に対応して
いる。

判断材料又は評価の方法

　対象者が適切な医療を受ける
ことができるようかかりつけ医や
医療機関および関係機関と連携
し、対象者を支援しているかを評
価します。

自己点検判断基準

評価のねらい

ケアマネジャーからの相談等に
対して適切に対応し、支援して
いるかを評価します。

評価領域 Ⅳa　包括的･継続的ケアマネジメント業務

評価の内容 高齢者が住みなれた地域で暮らし続けられるよう、かかりつけ医をはじめ、ケアマネジャー、地域の関係機関等の連携によって、個々の高齢者の状況に応じた包括かつ継続的な支援を行えるための体制づくりや、個々の介護支援専門員に対する支援などを行っているか。

評価分類

（１）主治医との連携、
在宅と施設の連携など
のケアマネジメントの
体制を整備している。
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a　できている（3点） ｂ　ほぼできている（2点） ｃ　まだ不十分（１点）

評価基準に対する視点がすべて実施できていた
場合に、チェックする。

評価基準に対する視点の内、８０％程
度できている場合にチェックする。

評価基準に対する視点が十分にできていな
い、または実施できていない場合にチェックす
る。

①地域福祉推進課が示した要綱、要領、手引き
等を確認し、地域包括支援センターの実施計画に
沿って実施している。

地域福祉推進課が示した要綱、要領、確認事項
等を確認し、統括支援センターと協議の上、実施
計画を立て、定例開催を行っている。必要時は随
時開催を行っている。

―
計画をたてずに随時開催に偏るなど計画的に
実施できていない。

計画表があるか
定例・随時開催状況

②地域ケア個別会議の目的や方向性をセンター
職員・会議参加者・地域の関係者に対して周知し
ている。

地域ケア個別会議の目的や方向性を統括支援セ
ンター、地域包括支援センターで共有し、会議参
加者や関係者に周知している。

―

地域ケア個別会議の目的や方向性を統括支
援センター、地域包括支援センターで共有でき
ておらず、会議参加者や関係者にも周知して
いない。

地域ケア個別会議での関係
者への周知状況

③開催目的に合った参加者やアドバイザーを選
んでいる。

課題解決にむけた会議が効果的に行われるよう
に参加者やアドバイザーを幅広い視点で選んで
いる。
事例よって本人の参加も検討している。

できている時とできていない時の割合
で判断する。

課題によって参加者やアドバイザーを検討せ
ず、固定化している。本人の参加も検討したこ
とがない。

アドバイザーの参加状況
本人の参加状況

①多職種と連携して自立支援・重度化防止等に
資する観点から検討を行い、対応策を講じてい
る。

自立支援・重度化防止に資する観点で事例を選
定し、多職種で検討したうえで対応策を検討して
いる。

できている時とできていない時の割合
で判断する。

処遇会議との区別がつかず、個別ケア会議で
検討するに適さない事例を検討しているため、
会議が効果的に実施できていない。

検討目的の状況把握

②個人情報の取り扱いに基づく対応を行ってい
る。

参加者や市役所外のアドバイザーには個人情報
保護に関する誓約書を提出してもらうと同時に、
会議開催前には必ず個人情報保護について説明
している。

―
誓約書の提出依頼や参加者への説明が不十
分である。

誓約書提出状況
説明実施状況

③議事録や検討事項をまとめ参加者間で共有し
ている。

会議開催中に出される意見を必要に応じて、白板
等に板書し、見える化することで会議の内容を参
加者間で共有している。終了後は議事録を作成し
ている。

できている時とできていない時の割合
で判断する。

会議開催中に出される意見を見える化できて
おらず会議の内容を参加者間で共有できてい
ない。また議事録を作成していない。

会議内容見える化実施状況

④会議で検討した個別事例について、その結果を
ケアプランに反映させるとともに、その後の変化を
モニタリングし、再評価の上、ケアプランに生か
し、関係者と共有できている。

モニタリング（必要に応じて会議）を計画的に実施
し、その結果をケアプランに反映させ、会議に参
加した関係者と共有できている。

できている時とできていない時の割合
で判断する。

モニタリング（必要に応じて会議）を実施してお
らず、検討結果をケアプランに反映できていな
い。

モニタリング（必要に応じて
会議）実施状況
会議開催前後のケアプラン
の確認

⑤会議の実施状況、検討事項を統括支援セン
ターを通じて地域福祉推進課に報告している

地域包括支援センター運営支援システムを使用
し会議報告書を作成している。またそれに基づき
概要をまとめ、統括支援センターを通じて地域福
祉推進課に報告している。

―

地域包括支援センター運営支援システムを使
用し会議報告書を作成していない。また、統括
支援センターを通じて概要を地域福祉推進課
に報告していていない。

会議報告書作成状況
概要報告状況

⑥地域の介護支援専門員のニーズや課題に基づ
く事例検討を行っている

ケアマネジメント研修やケアプラン確認の場等を
利用し自立支援・重度化防止につながるケアマネ
ジメントに関し、日頃から介護支援専門員のニー
ズや課題を把握し、個別ケア会議への参加を促
すなどして事例検討を行っている。

できている時とできていない時の割合
で判断する。

自立支援・重度化防止につながるケアマネジメ
ントに関し、日頃から介護支援専門員のニー
ズや課題を把握できていない。個別ケア会議
への参加を促せていない。

ニーズや課題の把握状況
個別ケア会議での事例提供
状況

⑦会議で話し合われた「個別課題」（の積み重ね）
から、「地域課題」を検討している。

会議で話し合われた「個別課題」（の積み重ね）か
ら、「地域課題」を検討し、必要に応じて、包括ケ
ア会議での議論や地域支援コーディネーターとの
共有などを行っている。

できている時とできていない時の割合
で判断する。

会議で話し合われた「個別課題」（の積み重
ね）から、「地域課題」を検討に至っていない。

会議報告書作成状況

評価領域 Ⅳｂ　地域ケア個別会議

評価の内容
地域包括ケア体制構築のために、地域ケア会議の一つである地域ケア個別会議を効果的に開催すると同時に個別及び地域の課題解決のために活用しているか。包括的・継続的ケアマネジメント支援業務の効果的な実施のために活用され
ているか。

評価分類 評価のねらい
評価項目

（評価分類に対する視点）

自己点検判断基準

判断材料又は
評価の方法

総合評価の
集約基準

　自立支援・重度化防止及び地
域課題の解決に向けた適切なケ
アマネジメントを実施するため
に、地域ケア個別会議を有効に
活用し、多職種協働によるケア
マネジメント支援を行い、ケアプ
ランに反映させることができてい
るかを評価します。

１

　

地

域

ケ

ア

個

別

会

議

の

構

成

・

運

営

(1)地域福祉推進課が
示した地域ケア個別会
議が発揮すべき機能、
構成員、スケジュール
等の計画に沿った実施
ができている。

　地域ケア個別会議は、多職種
協働による個別ケースの検討を
通して、高齢者に対する自立支
援に資するケアマネジメントの実
践力向上や地域課題の把握を
行い、地域包括支援ネットワーク
の構築を目的としています。
　ここでは、「地域ケア個別会議
開催のための手引き」等に基づ
いて、地域ケア個別会議が発揮
すべき機能、構成員、及びスケ
ジュール等の計画に沿った実施
ができているかを評価します。

できている
  　　 ：９～８点
ほぼできている
　　　：７～６点
まだ不十分
　　　：５～３点

できている
  　　 ：２１～１９点
ほぼできている
　　　：１８～１０点
まだ不十分
　　　：９～７点

2
　
地
域
ケ
ア
個
別
会
議
の
活
用

(1）個別事例及び地域
課題解決のため、会議
を効果的に行ってい
る。
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a　できている（3点） ｂ　ほぼできている（2点） ｃ　まだ不十分（１点）

評価基準に対する視点がすべて実施できていた
場合に、チェックする。

評価基準に対する視点の内、８０％程
度できている場合にチェックする。

評価基準に対する視点が十分にできていな
い、または実施できていない場合にチェックす
る。

①要介護状態に至るリスクが高い高齢者の把握
のため、関係者からの情報を積極的に収集してい
る。

民生委員、かかりつけ医、高齢者サービス担当者
等の関係者に自ら働きかけて情報収集に努めて
いる。

顔を合わせた時には関係者への働き
かけを行っている。

関係者から情報提供があれば受けるが、自分
の方から情報収集を行うことはしていない。

民生委員、かかりつけ医、
高齢者ｻｰﾋﾞｽ担当者等、関
係者等との連携の状況を記
録した活動記録がある。

②地域住民に対して、介護予防の必要性を理解
してもらえるよう啓発など働きかけを行っている。

介護予防講座や健康講座、地域住民の集まりな
どで積極的に啓発・PRを行っている。

介護予防の説明やパンフレット配布に
よる啓発は行っている。

地域で介護予防のＰＲはほとんどできていな
い。

地域で啓発・ＰＲを行った活
動実績の記録がある。

③行政の介護予防事業や健康づくり事業の内容
及び実施方法を把握している。

市や区が実施している介護予防事業、健康づくり
事業の情報を把握している。

市や区の介護予防事業は把握してい
るが、健康づくり事業までは把握でき
ていない。

市や区の介護予防事業、健康づくり事業につ
いてほとんど把握できていない。

介護予防事業、健康づくり
事業の事業一覧や、チラシ
のつづりがある。

④行政以外が実施している地域の介護予防事業
や健康づくり事業の内容及び実施方法を把握して
いる。

行政以外に担当エリア内の地域住民主体や、市
民センター・公共施設で実施している介護予防事
業（サロン含む）や健康づくり事業の情報を把握
し、実際に事業を見学している。

市民センターや公共施設で行っている
事業は概ね把握しているが見学まで
はしていない。

地域の事業をほとんど把握していない。
地域の健康づくり事業等の
資料がある。

⑤要介護状態に至るリスクが高い高齢者を把握
し、その者に対し、速やかに連絡を取っている。

把握された対象者には速やかに電話や訪問によ
り連絡を行っており、必要に応じて事業の案内を
している。

把握された対象者には速やかに連絡
をとっているが、連絡がとれないまま放
置しているケースが少数ある。

把握された対象者に対し速やかに連絡がとれ
ていない。

連絡の記録がある。

判断材料又は
評価の方法

１
　
一
般
介
護
予
防
事
業

(1)地域の実情に応じ
て収集した情報等の活
用により、閉じこもり等
の何らかの支援を要す
る者を把握し、介護予
防活動へつなげること
ができている。

　高齢者が介護が必要な状態に
なることを予防する「介護予防」
への取り組みとして、今は「介
護」を必要としていないが、生活
機能の低下が見られ、このまま
何もしないでいると要支援・要介
護状態になる恐れのある高齢者
を早期に発見し、その方の心身
の状態やニーズに合った介護予
防プログラムを早期に提供する
ことが必要です。
　そのために、健診からの情報
や関係機関等と連携した上で対
象者を幅広く把握し、把握した対
象者への早めのアプローチとア
セスメントの実施等が行われて
いるかを評価します。

できている
  　　 ：１５～１３点
ほぼできている
　　　：１２～１０点
まだ不十分
　　　：９～５点

総合評価の
集約基準

評価のねらい

自己点検判断基準

評価領域 Ⅴ　介護予防支援・介護予防ケアマネジメント業務

評価の内容 生活機能の低下など、さまざまな課題を抱えている高齢者に対して適切な支援を行うことにより、要支援･要介護状態の予防や重症化予防についての意識や意欲を高め、できるだけ自立した生活が送れるよう支援しているか。

評価分類
評価項目

（評価分類に対する視点）
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a　できている（3点） ｂ　ほぼできている（2点） ｃ　まだ不十分（１点）

評価基準に対する視点がすべて実施できていた
場合に、チェックする。

評価基準に対する視点の内、８０％程
度できている場合にチェックする。

評価基準に対する視点が十分にできていな
い、または実施できていない場合にチェックす
る。

判断材料又は
評価の方法

総合評価の
集約基準

評価のねらい

自己点検判断基準

評価領域 Ⅴ　介護予防支援・介護予防ケアマネジメント業務

評価の内容 生活機能の低下など、さまざまな課題を抱えている高齢者に対して適切な支援を行うことにより、要支援･要介護状態の予防や重症化予防についての意識や意欲を高め、できるだけ自立した生活が送れるよう支援しているか。

評価分類
評価項目

（評価分類に対する視点）

（1）適切なケアマネジ
メントへ結びつけてい
る。

　これまでのケアマネジメント
は、できないことをサービスで補
うといった補完的な考えが広まっ
ていました。しかし、介護予防に
あたっては、何よりも利用者の主
体的な取り組みが不可欠であ
り、それがなければ介護予防の
十分な効果も期待できません。
　ここでは、利用者の意欲が高
まるような支援が行われている
かということと、それを側面から
サポートする利用者の状態変化
に合わせた支援体制がとられて
いるかを評価します。

①介護予防支援・介護予防ケアマネジメントのケ
アプランにおいて、必要に応じ保険給付や介護予
防生活支援サービス事業以外の多様な地域の社
会資源等を位置づけ、自立に向けたケアプランの
作成を行っている。

①介護予防支援・介護予防ケアマネジメントのケ
アプランにおいて、必要に応じ保険給付や介護予
防生活支援サービス事業以外の多様な地域の社
会資源を位置づけている。

ー

①介護予防支援・介護予防ケア間遠ジメントの
ケアプランにおいて、サービスは保険給付や介
護予防生活支援サービス事業のみで多様な地
域の社会資源を位置づけていない。

ケアプランに、必要に応じ保
険給付や介護予防支援
サービス事業以外の多様な
地域の社会資源を位置づけ
ている。

できている：3点
まだ不十分：1点

①要支援認定を受けた利用者（事業対象者含む）
に対して、介護予防の必要性やサービス等の情
報提供並びに介護予防につながるアセスメントを
行っている。

利用者に介護予防の必要性やサービスの情報提
供を行い、アセスメントにおいて、利用者が「でき
ること」を家族などと一緒に探している

ー
利用者への情報提供は行っているが、利用者
自身の意欲や意向を引き出せるまでには至っ
ていない。

経過記録に、情報提供した
内容が記載されている
ケアプラン等に、アセスメン
トした内容が記載されてい
る。

②利用者自身が主体的に取り組めるような目標
を設定している。

生活機能の向上が図られる目標を立て、一定の
期間(短期目標）に達成できるものとなっている。

生活機能の向上が図られる目標を立
てているが、一定の期間(短期目標)に
達成できるものとなっていない。

目標はあるが、課題に対応したものとなってい
ない。

ケアプランに生活機能向上
が図られる目標が立てられ
ており、利用者が短期で目
標を達成できるものとなって
いる。

③利用者本人･家族･サービス提供者が目標を共
有し、実施(提供)している。

利用者を中心としたサービス担当者会議等を通じ
て、主治医をはじめとするすべてのサービス提供
者が介護予防ケアマネジメントに参画（文書によ
る確認を含む）しており、決定結果を知らせること
で目標を共有している。

利用者を中心としたサービス担当者会
議等を通じて、限られた主要なサービ
ス提供者のみが、介護予防ケアマネジ
メントに参画しているが、すべてのサー
ビス提供者に決定結果を知らせること
で目標の共有はできている。

利用者を中心としたサービス担当者会議等を
通じて、限られたサービス提供者のみが、介護
予防ケアマネジメントに参画しているが、サー
ビス提供者に決定結果を知らせることはしてい
ない。

経過記録等に、サービス担
当者会議等の決定結果をす
べてのサービス担当者に情
報提供した記録がある。

④モニタリングや再アセスメントは、あらかじめ設
定した時期に行っている。

モニタリングや再アセスメントを、あらかじめ設定
した時期に確実に実施している。
（モニタリングは、月に1回以上実施。３月に１回以
上利用者宅で面接実施。サービス事業利用者の
面接は６月に１回以上。）

ー
モニタリングや再アセスメントは行っているが、
あらかじめ設定した時期に実施していないこと
がある。

経過記録等に、モニタリング
や再アセスメントをあらかじ
め設定した時期に実施した
記録がある。

⑤達成状況の評価について、あらかじめ設定した
時期に行っている。

目標の達成状況の評価は、サービス事業者が行
う事前・事後のアセスメント結果も参考に、あらか
じめ設定した時期に確実に実施している。

目標の達成状況の評価は、サービス
事業者が行うアセスメント結果等を参
考にし、設定した期間でほぼできてい
る。

目標の達成状況の評価は行っているが、あら
かじめ設定した時期に実施できていない。

経過記録等に、目標の達成
状況の評価を①あらかじめ
設定した時期に行い、②
サービス事業者のアセスメ
ント結果を踏まえている記録
がある。

⑥達成状況の評価を行い、今後の支援方法を検
討している。

介護予防ケアプランで設定された目標が達成さ
れたかどうかをチェックし、自立支援に向けた「地
域ケア個別会議」を活用し、今後の支援方法やケ
アプランの見直しを行っている。

ー

介護予防ケアプランで設定された目標が達成
されたかどうかをチェックしているが、地域ケア
個別会議をうまく活用できておらず、ケアプラン
の見直しまでは行っていない。

経過記録等に、目標の達成
をチェックした記録があり、
見直しが必要な場合はケア
プランの作成が行われてい
る。

⑦ケースのケアプラン、ケース記録、契約書等の
保管を行っている。

定められた場所に適切な保管を行っている。 ー
保管は行っているが、特に定められた場所が
ない。

定められた保管場所があ
る。

①居宅介護支援事業者へ委託したケアプランの
原案確認を行っている。

居宅介護支援事業者へ委託したケアプラン原案
について、「介護予防支援・介護予防ケアマネジメ
ント業務事務手順書」に沿った内容の確認を行っ
ている。

ー

居宅介護支援事業者へ委託したケアプラン原
案について、「介護予防支援・介護予防ケアマ
ネジメント業務事務手順書」を参照せず、主観
的な確認を行っている。

経過記録等に、介護予防支
援・介護予防ケアマネジメン
ト業務事務手順書に沿った
内容の確認を行った記載が
ある。

②居宅介護支援事業者へ委託したケアプランの
達成状況の評価の確認を行っている。

居宅介護支援事業者へ委託したケアプランの進
捗状況の評価の確認について、「介護予防支援・
介護予防ケアマネジメント業務事務手順書」に
沿った確認を行っている。

ー

居宅介護支援事業者へ委託したケアプランの
進捗状況の評価の確認について、「介護予防
支援・介護予防ケアマネジメント業務事務手順
書」を参照せず、主観的な確認を行っている。

経過記録等に、「介護予防
支援・介護予防ケアマネジメ
ント業務事務手順書」に沿っ
た内容の確認を行った記載
がある。

③委託しているケースのケアプラン、ケース記録、
契約書等の保管を行っている。

定められた場所に適切な保管を行っており、委託
が終了したケース資料も返還させている。

定められた場所に適切な保管を行って
いるが、委託が終了したケース資料を
返還させていないことがある。

保管は行っているが、特に定められた場所が
ない。

定められた保管場所があ
る。また、経過記録等に、委
託が終了したケース資料が
返還された記録がある。

(3)委託したケアマネジ
メントについて、適正な
実施が行えているか確
認している。

2
　
予
防
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付
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び
介
護
予
防
・
生
活
支
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サ
ー

ビ
ス
事
業
に
お
け
る
介
護
予
防
ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

(2)介護予防支援・介護
予防ケアマネジメント
業務手順書及び介護
予防・生活支援サービ
ス事業に関する要綱等
に沿った適切なケアマ
ネジメントが実施できて
いる。

できている
　　　　　：９～８点
ほぼできている
　　　　　：７～６点
まだ不十分
　　　　　：５～３点

　介護予防ケアマネジメント業務
は、本人ができることはできる限
り本人が行うことを基本としつ
つ、利用者のできることを利用
者とともに発見し、利用者の主
体的な活動と参加意欲を高める
ことを目指しています。このた
め、サービス提供期間を設定
し、いつまでにどのような生活行
為ができるようにするのか具体
的な目標を明確にしつつ、個々
の利用者の心身の状況や生活
機能低下等が生じた原因に応じ
た総合的かつ効果的な支援計
画を作成するとともに、サービス
の提供を確保し、一定期間経過
後は所期の目標の達成状況を
評価し、必要に応じた計画の見
直しが適切に行えているかを具
体的に評価します。

　介護予防支援・介護予防ケア
マネジメント業務を委託する場合
は、当該居宅介護支援事業所
がケアマネジメント業務を適切に
行っているかについて確認する
ことが重要です。
　ここでは、具体的に、委託事業
者が作成した介護予防サービス
計画原案や内容および保管方
法が適切に行われているかを評
価します。

できている
  　　 ：２１～１８点
ほぼできている
　　　：１７～１４点
まだ不十分
　　　：１３～７点
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統括支援センター 自己点検判断基準

a　できている（3点） ｂ　ほぼできている（2点） ｃ　まだ不十分（１点）

評価基準に対する視点がすべて実施できてい
た場合に、チェックする。

評価基準に対する視点の内、８
０％程度できている場合にチェッ
クする。

評価基準に対する視点が十分にできていな
い、または実施できていない場合にチェック
する。

①地域包括支援センターだけでは対応が困
難な事例について、関係機関との協働など
により問題解決に努めている

地域包括支援センターだけでは対応が困難な
事例について、口頭による助言のみではなく、
地域包括支援センター職員との同行訪問や関
係機関との連携などにより、協働で問題解決に
努めている。

－
地域包括支援センターだけでは対応が困難
な事例について、口頭などによる助言のみ
を行っている。

記録がある。

②困難事例への対応に関する情報共有や
事例検討などを行い、地域包括支援セン
ター職員のスキルアップを図っている

区内もしくは市内の地域包括支援センターに、
困難事例対応のスキルアップを目的とした情報
提供や意見交換・事例検討などを定期的に
行っている。

-
対応困難事例についての情報提供や意見
交換・事例検討などを、随時行っているのみ
である。

記録がある。

①地域包括支援センターだけでは対応が困
難な事例について、関係機関との協働など
により問題解決に努めている

地域包括支援センターだけでは対応が困難な
苦情について、口頭による助言のみではなく、
地域包括支援センター職員との同行訪問や関
係機関との連携などにより、協働で問題解決に
努めている。

-
地域包括支援センターだけでは対応が困難
な苦情について、口頭などによる助言のみ
を行っている。

記録がある。

②苦情への対応に関する情報共有や事例
検討などを行い、地域包括支援センター職
員のスキルアップを図っている

区内もしくは地域包括支援センターに対し、苦
情の内容や改善点について、情報提供や意見
交換・事例検討などを行っている。

-
苦情を解決する過程で判明した改善点につ
いて、特に地域包括支援センターとの情報
共有を行っていない。

記録がある。

(3)勤務時間外における市民からの
緊急相談に対する適切な対応

①勤務時間外における市民からの緊急相談
に対して、夜間・緊急窓口対応施設や関係
機関と連携し適切な対応を行っている

日ごろから夜間・緊急窓口対応施設や関係機
関と情報共有や対応方法などの連携を図り、
市民からの緊急相談時に適切な対応を行って
いる。

－

夜間・緊急窓口対応施設や関係機関と、緊
急時の連絡体制を整備しているのみであ
り、日ごろから情報共有などの連携は行っ
ていない。

緊急時の連絡網が
ある。連絡会などの
記録がある。

(4)※地域包括支援センター業務の
懸案事項の解決

①地域包括支援センター業務の懸案事項を
的確に把握し、関係機関との調整などにより
解決に努めている

地域包括支援センター業務における懸案事項
について、職員や関係者の意見聴取や課題の
分析等により、的確に把握している。懸案事項
については、区内および本庁、その他関係機
関との調整などにより解決に努力している。

－
地域包括支援センターの業務における懸案
事項を把握していない。

記録がある。

（5）区単位の現状・ニーズを把握
し、地域包括支援センターと取り組
む重点課題を検討しているか

①市の方針やKDB等のデータに基づいた分
析結果を地域包括支援センターと共有し、課
題解決に向けた計画を立て、実行している
か

いきいき長寿プランやKDB等のデータ、日頃の
相談業務からわかる地域の課題を地域包括支
援センターと共有し分析することで、区として取
り組む重点課題を明確にし、解決に向け計画
的に実行している。

プランやデータに基づき課題を分析しておら
ず、解決に向け、計画性なく実行したり、ま
たは実行していない。

計画がわかるもの
があり、実施状況を
振り返れるものが
ある。

(1)地域の関係者（団体）等との情
報共有

①地域の関係者（団体）や行政機関などとの
連携を目的とした情報交換や、会合等の開
催または参加を行っている

地域の関係者（団体）との情報交換や会合等
の開催または参加を定期的に実施し、地域包
括支援センターの業務の円滑化を図っている。

－
個別的な問題が発生したときのみ、地域の
関係者（団体）と情報交換や連携を行ってい
る。

記録がある。

(2)地域のケアマネジャーとの情報
共有

①地域のケアマネジャーの質の向上を目的
とした情報交換や情報提供、事例検討会等
の開催または参加を行っている

地域のケアマネジャーを対象としたケアマネジ
メント研修等を定期的に開催し、区全体の課題
解決が必要な事項についての情報提供や意見
交換・事例検討などを行っている。

－
地域のケアマネジャーとの情報共有は行っ
ていない。

記録がある。

(3)包括ケア会議の活用

①包括ケア会議において、困難事例などの
検討・結果報告、地域ケア個別会議の報告、
関係者（団体）へのフィードバック等により、
会議の有効活用を行っている

包括ケア会議を定期的および必要に応じて開
催している。
困難事例に対する助言及び専門的・技術的支
援、その他地域包括支援センターの活動を支
援するための処理事項を検討し、結果を報告し
ている。また、地域ケア個別会議の報告や地域
課題の検討も行っている。

－
定期的に包括ケア会議を開催しているのみ
である。

記録がある。

※地域包括支援センターだけでは対応が困難：　地域包括支援センターの業務において、統括支援センターが、区レベルの介入や、指導・助言が望ましいと判断できるケースを指す。

※地域包括支援センター業務の懸案事項：　地域包括支援センターが業務をより円滑に実施するために、区レベル・市レベルで標準化や事務改善などが必要な事項（・執務環境・業務内容・手順など）を指す。

評価分類

１
　
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

の
業
務
支
援

できている：６点
ほぼできている
　　　　　：５～４点
まだ不十分
　　　　　：３～２点

自己点検判断基準

できている：６点
ほぼできている
　　　　　：５～４点
まだ不十分
　　　　　：３～２点

総合評価の
集約基準

判断材料又は
評価の方法

【用語説明】

評価項目
（評価分類に対する視点）

(1)※地域包括支援センターだけで
は対応が困難な事例に対する適切
な支援

２
　
地
域
と
の
ネ

ッ
ト
ワ
ー

ク
構
築
支
援

(2)※地域包括支援センターだけで
は対応が困難な苦情に対する適切
な支援
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地域包括支援センタ ーの事業評価を 通じ た機能強化について（ 通知）  

 

 

地域包括支援セン タ ーは、 介護予防ケアマネジ メ ン ト や包括的支援事業等の実施を 通

じ て、 地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を 行う こ と によ

り 、 その保健医療の向上及び福祉の増進を 包括的に支援する こ と を 目的と し ており 、 今

後、 地域包括ケア システ ムの構築を 推進し て いく 上で 、 その機能強化は重要な課題であ

る 。  

 他方、 地域包括支援セン タ ーについては、 業務負担が過大と な っ ている と の指摘があ

り 、 具体的に、 負担が大き い業務と し て、 総合相談支援業務や指定介護予防支援など が

挙げら れている が、 地域包括支援セン タ ーによ っ て異なっ ている 。  

 地域包括支援セン タ ーが、 その機能を 適切に発揮し ていく ためには、 地域包括支援セ

ン タ ーごと に業務の状況を 明ら かにし 、 それに基づいた必要な機能強化を 図っ ていく 必

要がある 。  

 こ う し た観点から 、 地域包括ケアシ ステ ムの強化のための介護保険法等の一部を 改正

する 法律（ 平成 29 年法律第 52 号。 ） において、 市町村や地域包括支援セン タ ーは、 地

域包括支援セン タ ーの事業について評価を 行う と と も に、 必要な 措置を 講じ なければな

ら ないこ と と さ れた。 （ 介護保険法（ 平成９ 年法律第 123 号） 第 115 条の 46 関係）  

 こ のため、 国において、 全国で 統一し て用いる 評価指標を 策定し たので、 市町村にお

いては、 個々の地域包括支援セン タ ーの業務の実施状況を 把握し 、 こ れを 踏ま えた地域

包括支援セン タ ー運営協議会等で の検討を 通じ て、 適切な人員体制の確保や業務の重点

化・ 効率化を 進めら れたい。 その実施方法の詳細については、 下記のと おり である ので、

御了知の上、 管内各市町村及び地域包括支援セン タ ー等に周知を 図る と と も に、 その運

用の参考にさ れたい。  

【 参 考 資 料１ 】
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【参　考　資　料　２】

R5.3現在

市 対前年比 門司区 小倉北区 小倉南区 若松区 八幡東区 八幡西区 戸畑区

人口 923,948 93,151 178,105 206,217 80,272 63,509 247,383 55,311

高齢者人口 289,744 34,962 52,337 60,097 26,487 22,894 75,032 17,935

（７５歳以上：内数） 159,214 19,971 28,149 32,685 14,366 13,173 40,865 10,005

高齢化率 31.4% 37.5% 29.4% 29.1% 33.0% 36.0% 30.3% 32.4%

包括支援センター数 24 3 4 5 2 2 6 2

要支援認定者数 16,510 2,033 2,843 3,553 1,315 1,410 4,187 1,169

１　相談件数

市 対前年比 門司区 小倉北区 小倉南区 若松区 八幡東区 八幡西区 戸畑区

来所 18,441 2,000 2,821 3,904 2,304 1,614 3,945 1,853

訪問 47,316 7,018 8,082 10,829 3,580 4,233 9,387 4,187

電話 156,725 21,016 29,515 32,390 14,499 11,377 34,601 13,327

合計 222,482 30,034 40,418 47,123 20,383 17,224 47,933 19,367

２　相談者

市 対前年比 門司区 小倉北区 小倉南区 若松区 八幡東区 八幡西区 戸畑区

市民・民生委員等 153,387 19,760 27,949 34,916 13,655 11,382 33,885 11,840

ケアマネジャー 7,847 670 1,348 988 715 894 2,217 1,015

関係機関 24,844 2,570 4,364 4,811 1,086 3,305 5,287 3,421

合計 186,078 23,000 33,661 40,715 15,456 15,581 41,389 16,276

令和４年度地域包括支援センターの運営状況について

0% 20% 40% 60% 80% 100%

門司区

小倉北区

小倉南区

若松区

八幡東区

八幡西区

戸畑区

１ 相談件数

来所 訪問 電話

0% 20% 40% 60% 80% 100%

門司区

小倉北区

小倉南区

若松区

八幡東区

八幡西区

戸畑区

２ 相談者別相談件数

市民・民生委員等 ケアマネジャー 関係機関
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３　相談内容 (複数回答）

市 対前年比 門司区 小倉北区 小倉南区 若松区 八幡東区 八幡西区 戸畑区

介護保険 246,394 27,030 47,067 48,392 26,788 22,438 49,364 25,315

医療・福祉 67,709 5,795 9,369 21,250 5,046 6,056 9,559 10,634

認知症 12,449 1,283 1,946 2,423 1,005 1,092 2,178 2,522

虐待 6,387 819 378 861 363 707 1,997 1,262

権利擁護 3,526 306 893 375 177 365 779 631

その他 20,429 1,881 3,179 4,021 1,192 3,293 3,274 3,589

４　主な連携先（複数回答）

市 対前年比 門司区 小倉北区 小倉南区 若松区 八幡東区 八幡西区 戸畑区

統括支援センター 37,429 1,508 3,522 8,190 1,147 4,469 13,680 4,913
ケアマネジャー・
サービス事業者 58,766 6,452 10,006 13,696 5,687 5,761 12,510 4,654

医療機関 10,805 1,867 1,610 2,121 961 1,308 1,685 1,253

民生委員等 2,370 223 321 387 185 487 449 318

法律関係者 788 97 89 148 41 137 155 121

警察 1,007 196 123 155 87 112 265 69

市民センター 210 12 36 67 5 12 76 2
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３ 相談内容

介護保険 医療・福祉 認知症

虐待 権利擁護 その他
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４ 主な連携先

統括支援センター ケアマネジャー・

サービス事業者

医療機関

民生委員等 法律関係者 警察

市民センター
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